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令 和 ４ 年 ９ 月 ９ 日 （ 金 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 徳 重 忠 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 濵 砂 守 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 右 松 隆 央 同

（ ）26番 日 高 博 之 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 日 髙 陽 一 同

（ ）34番 横 田 照 夫 同

（ ）35番 野 﨑 幸 士 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 二 見 康 之 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 次 長 川 北 正 文

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 局 長 松 野 義 直

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 矢 野 慶 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

財 政 課 長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 山 本 将 之

監 査 事 務 局 長 髙 山 智 弘

人事委員会事務局長 日 高 幹 夫

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政 策 調 査 課 長 伊 豆 雅 広

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡

- 123 -



◎ 一般質問

○中野一則議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、満行潤一議員。

○満行潤一議員〔登壇〕（拍手） 県民連合宮

崎、立憲民主党の満行潤一でございます。

９月１日、私の64歳の誕生日、そして防災の

日でありました。今日は９月９日、救急の日で

あります。

話は飛びますが、エリザベス女王がお亡くな

りになりました。大往生だったと思います。世

界中から愛され、慕われた女王。これこそが国

葬にふさわしいなと感じているところでありま

す。

さて、私、今回で引退することにしました。

今期に残された質問は、今日と２月議会であり

ます。これまでの20年間の質問を振り返りなが

ら進めてまいりたいと思います。よろしくお願

いいたします。

まず、地域交通網の整備についてでありま

す。鉄道ローカル線再構築議論がまた進んでお

ります。今回は輸送密度による選別、県内で

は、日南線、吉都線、肥薩線が対象になるんだ

と思います。分割民営化のときには、赤字ロー

カル線を抱える３島会社は、経営安定基金をも

らっています。ＪＲ九州には3,877億円。ＪＲ会

社法では経営安定基金の取崩しを原則として禁

じていますが、完全民営化（上場）を目指すＪ

Ｒ九州の同基金については、国土交通省は国庫

への返納は行わず、ＪＲ九州に取崩しを認め、

ＪＲ九州は取り崩した基金を長期借入金の返済、

九州新幹線の施設使用料の一括前払いに充てて

います。

株式会社だから部門ごとの収支は重要だと言

いますが、本業は赤字でも副業は順調で、黒字

決算です。ローカル線の廃止やダイヤの改悪は

認められません。鉄道は、民営化されても公共

交通機関です。国民の財産に変わりはありませ

ん。

高校生の通学への影響も大きいものがありま

す。地元ふるさとで教育を受けられる環境を守

りたいものです。ローカル鉄道をどう残してい

くのか、知事の見解をお聞きします。

次に、都城志布志道路、東九州道末吉バイパ

ス道路についてであります。

毎年、都城市・三股町の行政懇話会、同懇話

会の知事への政策提言に同行してまいりまし

た。都城盆地の最優先の課題は、都城志布志道

路の早期完成と都城市郡医師会病院への財政支

援でありましたが、今年度の知事提言には、都

城志布志道路は令和６年完成のめどがつき、こ

の案件は完結したとの理由で、なくなっていま

す。

次の課題は、都城志布志道路と東九州道の連

結に移りました。国道10号線上に都城志布志道

路五十町インター、その10キロ先の鹿児島県境

に東九州道末吉財部インターがあり、両道路

は、一旦国道10号に降りないと、直接乗り入れ

ること（接続）はできません。

両道路のバイパスの建設を目指して、都城市

と隣の曽於市で建設促進協議会を設立しまし

た。このバイパスが実現すれば、鹿児島市と宮

崎市とが大幅な時間短縮で結ばれることになり

ます。産業や医療、観光など幅広い分野で効果

令和４年９月９日(金)
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が期待できます。現在の計画によれば、宮崎県

側は本当に短い距離になります。バイパス道路

建設について、現時点における県の認識を部長

にお尋ねいたします。

次に、県地域公共交通協議会が発足します。

このことについてお尋ねします。

県バス対策協議会を廃止し、新たに新協議会

に統合するとのことのようですが、この協議会

で、新たに地域公共交通計画を策定するとのこ

とです。新たな協議会の目的や構成団体・構成

メンバーなど協議会の概要と、地域公共交通計

画に盛り込む内容などをお尋ねいたします。

以下、質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。

お答えします。県内のローカル鉄道の存続に

ついてであります。

鉄道は、大量輸送における定時性、速達性に

優れ、環境負荷も低い公共交通機関であり、通

勤や通学をはじめ、県民生活を支える重要な基

盤であります。

また、地域の歴史や魅力が詰まったローカル

鉄道は、単なる交通手段にとどまらない存在で

あり、駅を中心としたまちづくりなど、地方創

生を推進していく上でも、大事な地域インフラ

と考えております。

先日、小林駅に参りましたら、駅舎で電車を

待っている高校生たちの姿が見えました。自分

も高校時代は、ＪＲと路面電車を乗り継いで片

道１時間半、通学をしておりました。その頃の

ことを懐かしく思うとともに、鉄道のある風

景、そして駅に人が集う風景というものが大変

価値あるものだということを、改めて感じたと

ころであります。

県におきましては、沿線自治体と一体となっ

て、鉄道を活用したイベントやツアーの実施な

ど、様々な面から利用促進に取り組むととも

に、私自身も、宮崎県鉄道整備促進期成同盟会

の会長として毎年度、ＪＲ九州を直接訪問し、

路線の維持や利便性の向上などを要望している

ところであります。

先日、フリー鉄道アナウンサーの田代剛さん

―県として宮崎鉄道ＰＲ大使をお願いしてお

りますが―から、吉都線などはその景観など

も生かしながら、観光鉄道としての魅力をもっ

とアピールすべきではないかと、そのような提

言もいただいたところであります。

国におきましては、ローカル線の在り方等に

つきまして検討が進められておりますことか

ら、今後、これらの動きも十分注視しながら、

沿線自治体とともに、路線の維持・存続に向け

た取組を進めてまいります。以上であります。

〔降壇〕

○総合政策部次長（川北正文君）〔登壇〕 お

答えします。宮崎県地域公共交通協議会につい

てであります。

宮崎県地域公共交通協議会は、地域にとって

望ましい地域交通の姿を示す地域公共交通計画

を策定するため、県バス対策協議会を統合する

形で設置したものであります。

委員には、これまでの市町村やバス事業者に

加え、新たに、鉄道事業者や高等学校の保護者

団体などの利用者代表、交通施策に精通した学

識経験者等に就任いただき、幅広く議論してい

くこととしております。

今後策定します地域公共交通計画につきまし

ては、まずは、地域間幹線バスについて議論を

行い、利用者数や収支等に関する目標を定める

とともに、バスと鉄道との乗り継ぎの円滑化に

よる利便性向上など、利用者目線に立った利用

- 125 -



令和４年９月９日(金)

促進等についても盛り込み、地域の移動手段の

持続的な確保につながる計画にしてまいりたい

と考えております。〔降壇〕

○県土整備部長（西田員敏君）〔登壇〕 お答

えします。都城志布志道路と東九州自動車道を

連結する道路についてであります。

高速道路をはじめとする高規格道路ネット

ワークの強化は大変重要であり、都城志布志道

路と東九州自動車道を連結する道路が整備され

ますと、議員御指摘のとおり、宮崎－鹿児島間

の移動時間が短縮され、南九州圏域の活性化な

どの効果が期待されます。

この道路につきましては、先月18日に、都城

市と鹿児島県の曽於市が都城末吉道路建設促進

協議会を設立し、今後、決起大会などを開催

し、官民一体となって早期整備に向けた取組を

進めていくと伺っております。

県としましては、このような大会を通じて、

まずは、地元や関係団体の皆様の思いをお聞き

したいと考えております。〔降壇〕

○満行潤一議員 了解しました。よろしくお願

いしたいと思います。

次に、脱炭素化支援事業についてお尋ねいた

します。

補正予算「県民生活エネルギー価格高騰対策

・脱炭素化支援事業」について伺います。

長期停電時の対策、防災・減災にも寄与する

支援事業がやっと出てきたと思っています。

「クリーンヒット」だと言って過言ではない

と、私は思います。

現状では蓄電池や燃料電池など一連のシステ

ムは大変割高ですが、量産化することにより価

格が下がる。一般家庭への普及を後押しするこ

とが重要だと思います。事業目的、期待する効

果についてお伺いいたします。

○環境森林部長（河野譲二君） 本事業では、

エネルギー価格の高騰に伴い、県民生活が大き

な影響を受けているため、購入する電力量の削

減につながる自家発電や省エネの導入よるエネ

ルギー自給率の高い住環境の整備を支援し、県

民生活の安定を図ることを目的としておりま

す。

期待される効果としましては、温室効果ガス

排出量が削減されるとともに、太陽光発電設備

と蓄電池の一括導入や、電気と熱を同時に供給

する高効率給湯器への転換により、災害時にお

けるエネルギー供給源としての機能を発揮する

ことになります。

また、これらの導入費用は高額であります

が、今後、本事業などにより導入が進むことで

費用が下がり、広く普及していくことも期待し

ております。

○満行潤一議員 支援策を続けることで、効果

がもっともっと高くなると思っておりますの

で、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

次に、農業分野のＪクレジットの利用促進に

ついてであります。

温暖化ガスの排出減認証、農業分野での利用

が進んでおりません。審査の複雑さ、高額な導

入手続の費用負担等が要因だと考えられます。

先頃、注文住宅を手がける宮崎市のアイ・

ホームが、自社ビルの太陽光発電にＪクレジッ

トを利用して、自社で使用した電力の再生可能

エネルギー100％を県内で初めて達成したと報じ

られております。

企業にとって、ＳＤＧｓを意識した企業戦略

に、Ｊクレジットは今後ますます必要不可欠に

なっていくと思います。農業分野にとってもイ

メージアップにつながります。「Ｊクレジット

認証作物」として差別化を図ることも可能だと
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思います。

Ｊクレジット活用の課題と今後の推進方法に

ついてお尋ねします。

○農政水産部長（久保昌広君） Ｊクレジット

制度は、省エネ技術の導入による生産コストの

低減や、クレジットの売却益が見込まれるな

ど、農業分野でも推進するメリットがあると認

識しております。

県内では、施設園芸において、ＣＯ２排出量

の削減効果があるヒートポンプの導入が進んで

おりますが、議員御指摘のとおり、煩雑な認証

手続や認証費用が負担となり、農家個人では制

度活用に取り組みにくい状況にあります。

今後は、例えばもみ殻などを炭化し、土壌改

良剤として農地に還元することで、ＣＯ２の排

出を抑えるバイオ炭など、農業分野においても

温室効果ガスの削減手法として注目される技術

もありますので、関係団体とも連携しながら、

農家の理解醸成と制度の活用促進に努めてまい

ります。

○満行潤一議員 ぜひよろしくお願い申し上げ

ます。

次に、県職員の労働環境についてお尋ねいた

します。

若年退職者の多さが気にかかるところです。

都城市の令和３年度の休職者数は、身体で12

名、メンタルで22名。同早期退職者は、20歳代

以下が９名、30歳代が１名、40歳代が６名、50

歳代が12名、合計28名だったそうです。この中

には保育士や保健師、土木技師も含まれていま

す。定年退職者が40名前後なので、その多さに

驚きます。

代表質問で山内議員が、県立病院の若年退職

の現状と対策、また、教員の休職者数と対策に

ついて質問しました。

私は、知事部局職員の早期退職の実態とその

対策の現状をお尋ねします。

○総務部長（渡辺善敬君） 知事部局の令和３

年度の退職者につきましては、定年退職者が127

名、定年前の早期退職者が60名でありまして、

年代別では、20歳代が13名、30歳代が14名、40

歳代が５名、50歳代が28名となっており、特に

若手職員の早期退職については、重要な課題と

認識しております。

退職理由は様々でありますが、若手職員の早

期退職を防止するためには、職員一人一人がや

りがいを持ち、働きやすい職場環境整備も重要

であると考えております。

このため、職場全体で若手職員に助言・指導

を行うＯＪＴサポーター制度の活用、職員の技

術力や意欲の向上を図る研修機会の提供、ワー

ク・ライフ・バランスの推進などに取り組んで

いるところであります。

○満行潤一議員 県庁も非常に早期退職者が多

い、とりわけ若い世代が半分ぐらいを占めると

いうことで、やっぱりこれは、しっかりとした

対応を求めたいと思っております。よろしくお

願いいたします。

次に、子供の安全と見守りについて５問質問

させていただきます。

ヤングケアラー情報の市町村窓口を１部門に

集約・一本化との報道がありました。

国はこども家庭庁を発足させましたが、ヤン

グケアラーといっても、その定義がはっきりし

ていません。福祉・教育・県関係機関との連携

など多岐にわたり、市町村も戸惑っていると思

います。先端自治体ではあるものの、国も県も

複数の部署にまたがっているものを、市町村で

は窓口一本化と言われても、対応できるのか不

安です。国の動きはどうなのか。まずは、市町
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村に対して丁寧な情報提供、現状認識の共有、

研修を重ねることが大事だと思います。国の動

きと併せ、担当部長の見解を伺います。

○福祉保健部長（重黒木 清君） ヤングケア

ラー問題は、子供自身やその家族に自覚がない

など、自ら支援を求めることが難しい問題であ

ると考えられますので、学校や在宅介護等で身

近に接する大人が早期に発見し、適切な支援機

関につなぐことが重要であります。

現在、国におきまして、具体的な支援体制を

構築するため、学校等が把握し市町村の関係部

署につないだ情報を、一元的に集約・把握する

新たな枠組みづくりが検討されておりますが、

詳細な内容はまだ示されていないところでござ

います。

このような国の取組は必要と考えております

が、まずは、県として、学校現場へのアンケー

ト調査を実施し、その結果を、担当者会議や研

修会等を通じて市町村と共有するとともに、本

県の実情に応じた支援体制の在り方を検討して

まいります。

○満行潤一議員 ぜひ、県としても、市町村に

寄り添って対応していただきたいとお願い申し

上げます。

次に、子供の健康、特に視力の低下、肥満の

増加、う蝕率など、本県の身体的健康順位は低

いのではないかと心配しています。我が子の健

康に関心が低い保護者が多いのではないでしょ

うか。

直近の全国調査結果に対する認識と現在の取

組状況を伺います。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 国におきま

しては、毎年、子供の発育状態等を明らかにす

るため、学校保健統計調査を実施しており、本

県におきましては、長期的には改善傾向にある

ものと認識しております。

しかしながら、令和３年度の調査結果につき

ましては、肥満傾向にある子供の割合や虫歯の

ある子供の割合は、全国平均を上回っておりま

す。一方で、裸眼視力1.0未満の子供の割合は、

全ての年齢で全国平均を下回っております。

子供の健康は、生活習慣によるところが大き

いことから、親世代を含めた社会全体での健康

長寿社会づくりの普及啓発を進めているところ

であります。

このような中、学校現場におきましては、食

生活改善に向けて、養護教諭や栄養教諭等に対

する研修会の開催や、虫歯予防として、フッ化

物洗口の実施、視力低下予防の一環として、子

供や保護者に対し、ＩＣＴ機器の正しい使い方

の指導等を行っているところであります。

○満行潤一議員 学校とか保健サイドじゃなく

て、家庭で子供の健康に関心を持つ、そういう

ふうな啓発を、ぜひ引き続き行っていただきた

いと思っています。

次に、小学生のランドセルが重いという話題

です。

これまでも、この議会で取り上げておられま

したが、新聞報道を目にして、改善されたのか

が気にかかりました。

小学校３年生の孫に、ランドセルが重いかと

聞いたところ、「重い、特に月曜日と金曜日が

重い」そう返事が返ってきました。金曜日に持

ち帰ったシューズとか、そういうものをまた月

曜日に持っていくのだそうです。

教科書、副読本、教材、体育着、音楽のリ

コーダー・ピアニカ、箸箱、習字の道具、給食

当番着、水筒、夏は水着、中学年（４年生・５

年生）になったら部活動のユニホームなど。こ

れに今回、タブレットも持って帰れ、そう言わ
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れているわけであります。

デジタル化が進み、軽くなるはずのランドセ

ルがもっと重くなっている。低学年には体に悪

影響を与える可能性のある重さだと思います。

教育委員会の対策の現状をお聞きいたします。

○教育長（黒木淳一郎君） 小学生のランドセ

ルの重さにつきましては、体がまだ十分に発達

していないことなどから、これまでも健康上の

配慮をしてまいりました。

殊に、平成30年の国からの通知以来、教科書

や教材等の持ち帰りにつきましては、学習上の

必要性や通学上の負担等を考慮し、各学校で適

切な配慮を講じるよう周知してきたところであ

ります。

各学校におきましても、教科書等を置く場所

を確保し、家庭学習で使用する教科書等のみを

持ち帰らせたり、学校に置く教科書等の一覧を

作成し、保護者に周知するなど、着実に改善が

図られております。

しかしながら、今御指摘のありましたよう

に、タブレット端末の持ち帰りなど、新たな課

題も出てきましたので、引き続き、市町村教育

委員会と連携し、適切に対応してまいります。

○満行潤一議員 よく分かりました。

孫の登校を見ていましたら、背中には重いラ

ンドセル、両手には体育着とか教材、肩には水

筒を下げ、このかばんを量ったら４キロ近くあ

るわけですね、かばんだけで。これは大変だな

と思っています。

教育長がお答えになりましたけれども、平

成30年には、置き勉可という通知が来ているん

だそうですね。しかし、その宿題、「宅習」を

するのに教科書がないとできないということ

で、やっぱり教科書を持って帰らなきゃいけな

いということなんですが、「宅習」という言葉

が、本県独特というか、なかなか他県にはな

い。「朝課外」と同じような感じなのかなと

思っているんですけど、自宅学習というのは一

体どうあるべきか。本来、自主的にやることに

よって成果が上がる、家族で、家庭でやること

によって効果が上がるものだろうと思うんです

けれども、残念ながら、保護者には、「うちの

子は勉強しないから、もっと宿題をたくさん出

してください」と、現実を聞くと、何か不思議

だなと、家庭って何かなというふうに思うわけ

であります。

次に、ネットゲーム依存と不登校についてお

尋ねいたします。

コロナ禍で生活リズムが乱れて不登校になっ

てる子供がいると、周りで聞きます。

休校や学級閉鎖、また文化祭や体育祭・遠足

など楽しい行事が中止になり、楽しいはずの学

校給食の時間も黙食を強いられ、昼休み時間も

なく、友達ともなかなか自由に遊ぶことができ

ない。今、子供たちは大変な環境にいるんだろ

うと思います。そういう意味では、どんどんス

トレスを抱え、生活リズムが崩れ、昼夜逆転で

ネット上のオンラインゲームに没頭して、不登

校に至るケースがあると思います。

ネット上は、子供向けに、課金されない無料

のサービスであふれています。ユーチューブの

動画配信や、ネット上での見えない相手との対

戦ゲームなど、その道のプロが知恵を絞った、

子供をターゲットにした幾つものコンテンツに

夢中になる。

ゲーム依存の調査はないとは思いますが、相

当数の子供がゲーム依存の実態にあるはずで

す。発達期の子供に影響がないわけがないと思

います。その対策は急務だと思いますが、一義

的には、家族でルールを決めるとか、家庭内で
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解決すべき課題だとは思います。

教育長に、ネットゲーム利用の現状と対策に

ついてお伺いします。

○教育長（黒木淳一郎君） 長時間のゲーム利

用は、生活リズムの乱れや健康被害につながり

かねないことから、学校では、児童生徒に規則

正しい生活の重要性やスマートフォン等の適切

な使い方について指導しております。

また、保護者へは、啓発用リーフレットを配

付したり、参観日などの場を用いて、ネット

ゲームの弊害を含むネット利用上の様々な問題

点に関する研修を実施したりすることで、家庭

でのルールづくりを推奨しているところであり

ます。

しかしながら、本年度、小学６年生と中学３

年生を対象に実施された全国の調査によります

と、「平日２時間以上ゲームをしている」と回

答した小学６年生は、全国50.2％に対しまし

て、本県48.5％、中学３年生は、全国50.3％に

対しまして、本県44.1％という決して低くはな

い割合でありました。

子供たちのネットゲーム利用につきまして

は、全国調査も始まったばかりであるため、今

後、国の動向を注視しながら情報収集に努め、

子供たちの適切なゲームの利用に向けた指導啓

発に取り組んでまいります。

○満行潤一議員 50％、すごい数字ですね。２

時間以上、３時間とか４時間とか、やる子はい

ると思うんですよね。ぜひ、家庭のルールとい

うか、啓発を、引き続きやっていただきたいと

思っています。

デジタル社会における子供の安全と見守りに

ついてです。

九州県議会議員交流大会で那覇市に行った折

に「アディッシュプラス」というＩＴ会社を訪

問し、石川社長と意見交換しました。日南市油

津商店街に事業拠点を置いている会社です。沖

縄の会社が日南市に拠点を置いてる理由とか、

人材の確保とかが訪問の主な目的でしたが、こ

の会社は社長の発案で、地域に貢献したいとい

ろいろな事業展開をしているユニークな会社で

した。

人材の確保については、日南拠点にも優秀な

人材が採用できている、事業拡大に伴ってもっ

と人材が欲しいとのことでした。後日、日南拠

点にも訪問させていただきましたが、ＵＩＪ

ターンの若い人たち10人ほどが、元布団屋さん

を改装した事務所で生き生きと働いていまし

た。日南市マーケティング専門官が人材確保に

協力してくれているということで、今後、もっ

と人材を確保するとのお話でした。

さて、この会社では「スクールガーディア

ン」という事業名で、時代に合わせて変化する

子供たちのコミュニケーションの健全化を支援

する事業を展開しています。

学校非公式サイトからいじめに関連する投稿

を発見し、いち早く学校に報告するサービスか

ら、子供たちのソーシャルメディアの利用を見

守るサービス、閉鎖的なコミュニケーションの

場でも、子供たちが安全にインターネットを使

用できるサービスを提供しています。

学校から全員にタブレットが配付され、自宅

に持って帰る現状にあって、児童生徒一人一人

のネット上の安全を、学校や家庭で子供を見守

ることが困難になってきました。本県の取組状

況をお伺いいたします。

○教育長（黒木淳一郎君） 子供を取り巻く

ネット上の様々な問題は、今後ますます複雑

化、深刻化していくことが予想されておりまし

て、このような問題から子供たちの安全を守る
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ことは、大変重要なことだと考えております。

そのため、現在、県教育委員会といたしまし

ては、「みやざきの子どもを守る総合支援事

業」を実施し、トラブルにつながりかねない個

人名、心ない書き込み等を発見するためのネッ

トパトロールや、児童生徒、保護者、教職員を

対象としたＳＮＳ利用における危険性等につい

ての研修を、いずれもＩＴの専門家に委託して

行っております。

さらに、ネット上で、児童生徒がいつでも気

軽に悩み事を相談できるような仕組みも整えて

いるところでありまして、今後も、ネットトラ

ブルの防止に取り組んでまいります。

○満行潤一議員 県が一括して26市町村分を委

託しているということなんですけれども、市町

村がそれで満足しているというか、そのサービ

スでいいかどうかというのは、今後、市町村

ニーズも含めてまた検討もいただきたい、事業

の展開もしていただきたいなと思っています。

教育環境の充実について続けます。

四国インターハイの総括について伺います。

カヌー競技の活躍が目立った今回のインター

ハイでしたが、その総括はどうだったのでしょ

うか。宮崎国スポ大会を見据えた視点で、教育

長に伺います。

また、公立高校の活躍をどう見ておられるの

か。設備が充実した私立の全国強豪校に公立高

校が勝つというのは、大変なことだろうと思い

ます。併せてお伺いいたします。

○教育長（黒木淳一郎君） 今回の四国イン

ターハイでは、56種目が入賞し、63種目入賞と

過去最高の成績であった昨年と比べましても、

遜色のない大変すばらしい成績でありました。

特に県立高校につきましては、カヌー競技の

優勝をはじめとする活躍がありましたが、選手

や指導者のたゆまぬ努力はもちろんのこと、宮

崎国スポを見据えた強化対策をはじめ、県立学

校のスポーツ推薦制度や、スポーツ分野で実績

のある人材を教員として採用するといった取組

も、今回の成果につながったものと考えており

ます。

また、現在の高校生は、５年後の宮崎国スポ

におきまして成年選手の年代に当たりますの

で、成年の中心選手として活躍できるよう、高

校卒業後も引き続き、必要な支援に取り組んで

まいります。

○満行潤一議員 県立高校の活躍、カヌー競技

をとれば、近隣の学校で合同練習をする。県立

だから可能な合同練習だなと思ったりもしてい

ますので、ぜひ今後とも頑張っていただきたい

と思っています。

読書習慣についてお伺いします。

読書習慣は子供のころから身につくものだと

思います。日頃から読書に親しむ、大事なこと

だと思います。今年、県立図書館が創立120周年

を迎えました。記念イベントなど計画されてい

るのか、また、県立図書館としての取組につい

てお伺いします。

あわせて、読書活動の推進状況についても、

教育長お願いいたします。

○教育長（黒木淳一郎君） 本年度、創立120周

年を迎えました県立図書館は、「図書館」・

「本」をテーマとしました県民短歌の募集、郷

土の画家、塩月桃甫のデザインを基にリニュー

アルした貸出利用券の発行、県文化賞受賞者の

尾崎真理子さんによる特別講演の開催など、コ

ロナ対策を十分に行いながら、様々な企画を実

施しております。

また、県民の読書への関心を一層高めていく

ために、読書の魅力を広く発信するシンポジウ
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ムの開催や、県内どこでも県立図書館の本を貸

出しと返却ができるマイラインサービスの提供

などを行っております。

今後とも、このような生涯にわたって読書に

親しむ「読書県みやざき」の取組を推進してま

いります。

○満行潤一議員 分かりました。

公立小中学校でも、図書司書の配置など利用

しやすい環境整備に努めてほしいと思います。

公立義務制の学校図書館の利用状況についても

お伺いいたします。

○教育長（黒木淳一郎君） 公立小中学校及び

義務教育学校におきましては、学校司書が、小

学校の69.1％に、中学校の64.6％に配置されて

おりまして、授業支援や資料の準備等の業務に

当たっております。

現在、各学校では、管理職を中心に環境整備

等に取り組み、学校図書館が魅力ある場に生ま

れ変わってきております。

また、コロナ禍の中でも十分な感染対策を施

した上で、学校図書館の利用が再開され、子供

同士の読み聞かせや、ビブリオ・バトルなどの

活動が行われております。これらを通して、子

供たちが自主的に本を取る姿が見られるように

なってきております。

その結果、学校図書館の利用状況につきまし

ては、令和３年度は、小中学校ともに過去10年

間を見ても最も多い年間貸出冊数となったとこ

ろであります。

今後とも、市町村教育委員会と連携しなが

ら、各学校の読書活動が充実するよう取り組ん

でまいります。

○満行潤一議員 学校司書の配置も70％近い小

学校、大分改善はされてきたなという印象なん

ですけれども、もっともっと利用しやすい図書

館になりますようにお願いしたいと思います。

博物館のお話をさせていただきます。

来年４月に施行される改正博物館法では、文

化財の閲覧や体験活動などを推進し、地域の活

力向上に寄与することを求めています。博物館

の役割が多様化している中、本県では、夏休み

期間中に大型イベントの開催や企画行事を行っ

たり、県民向けに魅力ある行事、情報発信に努

めていると思います。

今回の改正で総合博物館はどう変わるのか、

教育長の見解を求めます。

○教育長（黒木淳一郎君） 博物館法の改正で

は、博物館資料のデジタル化を行い、他の博物

館や多様な機関と連携することで、地域の活力

向上に取り組むことが求められております。

県総合博物館では、これまで、ホームページ

上で疑似体験のできるバーチャル博物館や、ス

マートフォン等で活用できるＡＲなどのデジタ

ル技術の活用を図ってまいりました。

また、名古屋大学博物館等と連携するととも

に、福祉施設との連携事業のほか、民家園を活

用したイベントや体験講座など、様々な取組を

行ってまいりました。

これらの資料のデジタル化や連携した取組な

どは、今般の改正とつながるものと考えており

ます。

今後とも、県総合博物館では、従来の取組を

充実させるとともに、本県の文化活動はもとよ

り、観光や地域振興にも貢献できるよう取り組

んでまいります。

○満行潤一議員 博物館といえば、大事なもの

を保存して研究するところという思いでしたけ

ど、その改正博物館法を先取りして本県では、

開かれた、県民に身近ないろいろなサービス、

企画展をということですので、大変ありがたい
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なと思っています。ぜひ、引き続き開かれた博

物館を目指してほしいと思っています。

私、今、120周年図書館のイベントとか聞い

て、ああ、いろいろあるんだなと思ったんです

けど、久しぶりに県立美術館に行ってきまし

て、ホキ美術館名品展に、やっと間に合いまし

たが、３日前に行ってきました。写実作品の大

作が並んでいまして、県立美術館に到着したの

が５時前だったので、幼稚園児や小学生と一緒

の家族連れが目立ちました。子供たちには本当

にいい経験だなと思っています。

地方だからこそ、一歩外に出れば、田んぼや

畑、野山、海岸が近くにあって、また、農作物

の成長や収穫、多くの体験ができるのに、せっ

かく都会と差別化できるこの貴重な経験ができ

る本県の家庭では何が行われているかという

と、親子で一生懸命スマホのゲームをやってる

という、本当に残念なところだと思います。

地域、家庭で、教育をみんなで支える、その

思想を広げていただきたいと思っております。

次に、テーマを変えまして、地域の自主防災

組織活動について伺います。

コロナ禍の自主防災組織活動が低下してると

感じます。コロナ感染症の影響によって、公民

館や自治会活動もままならない状況で、地域の

つながりが希薄になってきてるのではないで

しょうか。コロナ禍でも災害は待ったなしに

やってきます。研修・訓練もできない状況で

は、災害時に自助・共助がうまく働かないので

はないかと危惧します。現状に対する県の取組

をお伺いします。

○危機管理局長（松野義直君） 多くの地域住

民が参加して行われる避難訓練や研修会などの

地域防災活動は、コロナ禍の影響により、中止

や延期が増えている状況にあります。

このため県では、テレビ、ラジオ、ＳＮＳな

ど多様なメディアを活用した啓発や、オンライ

ンによる防災セミナー、少人数での地域出前講

座などを実施し、防災意識の向上に努めている

ところです。

今後とも、市町村や防災士ネットワークなど

と連携しながら、地域の防災活動が活発に行わ

れるよう取り組んでまいります。

○満行潤一議員 もう一つ、感染症関連の家庭

ごみについて伺います。

抗原検査キットのインターネット販売も解禁

になりました。本県も陽性者登録センターで６

万個のＰＣＲ検査キットを配布しており、ま

た、自宅療養者も一時２万人を超えたという報

道もありました。汚染されたごみが一般ごみと

してステーションに出されていないのか不安視

する住民もいます。

家庭ごみの処理方法についての広報啓発・周

知が弱いのではないかと感じますが、県の見解

を伺います。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 新型コロナ

の第７波は、オミクロン株の特性もあり、軽症

者が多く、療養先が自宅となる方が多くを占め

ております。

このため、自宅で療養される方に対しまして

は、県のホームページにおきまして、自宅療養

中の注意事項として、家庭ごみの捨て方につい

て御案内しております。

このような中、抗原検査キットにつきまして

は、県が自己検査用に配布しているほか、８月

末からはインターネットでも購入できるなど、

家庭で活用する機会が増えております。

県といたしましては、抗原検査キットの配布

に際し、案内チラシに廃棄に当たっての留意事

項を記載するとともに、改めて県のホームペー
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ジにおきましても、抗原検査キットを含む家庭

ごみの適切な捨て方について周知を図ってまい

ります。

○満行潤一議員 不安な方々もおられます。ぜ

ひ、よろしくお願いしたいと思います。

次に、ドクターヘリ等の広域連携等に触れて

いきたいと思います。

ドクターヘリの広域連携が進んでいます。し

かし、九州７県の広域連携が進まない状況につ

いて、これまでも平成27年11月、令和３年６月

にも質問しています。災害時はもとより、日常

でも広域連携は重要です。広域連携の鍵は宮崎

県北部の空白地帯解消にあります。県立延岡病

院が基地病院となる本県２機目の配備が急務で

す。救急医を養成している宮崎大学も期待して

いるはずですし、県にも関係機関から要望があ

るだろうと思います。

救急ヘリ関係団体「ＨＥＭ-Ｎｅｔ」季刊誌最

新号にも、九州の広域連携の課題として、本県

北部エリアが課題として指摘されています。知

事の認識をお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） かねてより、ドクター

ヘリについて熱心に御提言をいただき、感謝を

申し上げます。

導入10周年を経て、多くの方から評価や感謝

の言葉もいただいているところであります。こ

の県立延岡病院にドクターヘリを導入すること

につきましては、県北地域や九州中央圏域にお

ける救急患者の救命率の向上など、救急医療体

制の充実に有益であると考えております。

一方、新たにドクターヘリを導入するために

は、基地病院での救急専門医や看護師などのス

タッフの確保に加えまして、導入に係る初期費

用や運航経費はかなりの額に及ぶということ

で、財政上の課題も大きいものと考えておりま

す。

また、広域連携を進めるためには、隣接県と

のヘリ運航の役割分担や財政負担の在り方など

についても慎重に検討していく必要がありま

す。

県立延岡病院では、昨年４月から延岡西臼杵

・日向入郷医療圏を範囲としますドクターカー

の運行を開始しております。

県としましては、このような取組や、宮崎大

学と連携した救急医の養成と地域への派遣など

を推進しまして、引き続き、県民の皆様が安心

できる救急医療体制の充実に向けて取り組んで

まいります。

○満行潤一議員 課題はあるとは思いますが、

県立延岡病院にドクターヘリを導入・配備する

場合に想定される課題について伺います。

配備されれば、知事がおっしゃる財政持ち出

しもありますし、当然、基地病院となる病院の

財政の持ち出し、フライトドクター・フライト

ナースの確保も課題となるとは思いますが、基

地病院のメリットも大きいものがあります。

当然に１分１秒を争う急性期の患者を救える

ようになる。研修医の確保にも高度の地域医療

・救急医療が研修できると大変ＰＲができる、

研修にも魅力が高まる。地域医療の水準、救急

医療の水準が向上し、地域住民からの信頼が高

まる。いろいろメリットもあると思いますが、

病院局長、いかがでしょうか、見解をお伺いし

ます。

○ 県立延岡病院で

は、これまで、広い中山間地域を抱える県北地

域の病院前救急として、救急車型ドクターカー

の導入のほか、救急救命センターの増築、心臓

脳血管センターの機能強化など、救急医療体制

の充実に取り組んできたところであります。
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これらに加えまして、ドクターヘリを導入し

た場合、議員御指摘のとおり、救命率の一層の

向上が図られ、地域住民のさらなる安心につな

がるものと認識しております。

一方で、知事の答弁にもありましたように、

フライトドクター・フライトナースと呼ばれる

救急専門医・看護師の配置や、機体の運航・整

備、搭載医療機器等の導入にかかる財源の確保

のほか、近隣地における第２ヘリポート・格納

庫の整備なども課題であると考えております。

病院局といたしましては、引き続き、福祉保

健部のほか関係機関と連携しながら、県北地域

における高度・急性期医療の提供体制の充実に

取り組んでまいります。

○満行潤一議員 ２機目というのはなかなか大

変だとは思います。しかし、学会で、九州では

宮崎県北部と鹿児島県には必要だと言われて、

鹿児島県はすぐに大島病院に２機目を配備した

ということもありました。全国的にどんどん広

域連携が進んでいるのも、各知事の皆さん方の

熱意だと思います。２機目も、知事の熱意でぜ

ひ早期導入をお願い申し上げたいと思っていま

す。

次に、消防行政６問、危機管理局に質問させ

ていただきます。

消防の広域化に関しては、平成18年９月、19

年６月、20年６月、21年３月と９月、令和元年

６月と、毎年のように質問してまいりました。

過去、県下の消防本部を１か３に統合すると

いう議論もありました。業務無線のアナログか

らデジタル化に併せての広域化議論もありまし

た。これまで宮崎市の賛同が得られず、国が示

す広域化計画は進んでいない、これは私の認識

です。

これまで、市町村と県において消防指令業務

の共同運営化に向けた協議を重ね、新たな計画

を策定されています。

この計画については、６月議会で坂口議員の

質問がありました。今月にはこの協議会参加に

ついて合意が交わされるとお聞きしました。ま

た、そのとき知事から、「今後、消防本部や消

防非常備町村を個別に訪問し、参加に当たって

の懸念等について聞き取りや意見交換を行う予

定」、また「１つでも多くの消防本部の参加を

望んでいる」との答弁がありました。

私は、優先すべき課題は非常備町村の解消に

あると思います。全国に消防非常備町村は29存

在し、うち21町村が島嶼地域です。残り８町村

が本土、和歌山県が１町、徳島県が３町村、本

県が４町村です。

小規模消防本部では、複雑化、多様化する災

害への対応、人材の育成、財政運営上の課題な

どがあることは承知しています。だからこそ広

域化計画なのでしょうが、県の役割として優先

すべきは、非常備町村の解消ではないのでしょ

うか。

また、非常備消防解消に対する、国の本県に

対する指導助言はないのか。あれば、その内容

をお示しください。

○危機管理局長（松野義直君） 現在、県内の

消防非常備町村は、西米良村、諸塚村、椎葉

村、美郷町の４町村であり、このうち東臼杵３

町村では、平成28年12月に検討協議会が設置さ

れ、消防常備化に向けた検討が続けられており

ますが、消防組織の構築をはじめ、必要な設備

や人員、財源確保などの課題があり、常備化に

は至っていないところであります。

消防非常備町村の解消について、国から本県

に対し、指導助言等はありませんが、県としま

しては、消防非常備町村に対し、引き続き必要
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な情報提供や助言を行うこととしております。

○満行潤一議員 消防は県警察と違い、市町村

固有の業務として、戦後定着しています。消防

業務の効率化、消防力の向上のために、その多

くは隣接市町村で共同運用を行っている現実が

あります。

国は管轄人口10万未満の消防本部を「小規模

消防本部」と定義して、広域化を促していま

す。本県は市町村合併もあり、既に消防の広域

化は一定程度進んでいると思います。

また、消防指令業務に従事する職員を削減で

き、余剰となる人員を人員不足の他部署へ転換

できるというメリットもあるとされています

が、本当に期待できるのか。国は本県に対して

どのような消防の広域化を求めているんでしょ

うか、お伺いします。

○危機管理局長（松野義直君） 消防の広域化

について、国から本県に対し、個別の求めはあ

りませんが、国は、平成30年４月に「市町村の

消防の広域化に関する基本指針」を改正し、従

来の消防本部の統合などによる広域化の推進に

加え、消防指令業務の共同運用といった「消防

の連携・協力」を進めることを新たに示したと

ころであります。

これを受け本県では、平成31年３月に、県全

体を一つの区域とする消防指令業務の共同運用

化を目指すことを盛り込んだ「宮崎県市町村消

防広域化計画」を策定し、市町村及び消防本部

・消防局とともに、この計画の実現に向けて取

り組んでいるところであります。

○満行潤一議員 既に消防広域化計画が策定さ

れている他県の計画を見てみると、都市部の消

防が入っていない広域化計画、すなわち全県一

つになってない地域が数多くあります。沖縄県

を見てみると、那覇市、浦添市、沖縄市は県消

防指令センターに入っていません。それぞれの

地域の意見を尊重した結果だとは思います。

質問ですが、市町村が広域化計画・共同運用

化に加わらなかった場合に、機器の更新等の補

助交付基準とか交付税算定基準などで国からペ

ナルティーがあるのか、お伺いします。

○危機管理局長（松野義直君） 市町村が、消

防の広域化や消防指令業務の共同運用化に加わ

らない場合、国から、県や市町村に対するペナ

ルティーはありませんが、消防指令業務の共同

運用化は、本県において予想される南海トラフ

地震への対応、過疎化や少子高齢化の進行に伴

う救急業務の増加、現場で活動する消防職員の

確保といった課題の改善につながるなど、県民

の安全・安心な暮らしを守り支える上で重要な

取組でありますので、今後とも、市町村及び消

防本部・消防局と連携しながら、取組を進めて

まいります。

○満行潤一議員 消防の指令機能が宮崎市に１

か所となる可能性もあるわけですが、防災の視

点から考えると、他部門では拠点の分散化、リ

スクの分散というのを行っています。消防指令

機能も分散化・複数化するほうが、危機管理本

来の姿ではないのでしょうか。宮崎市が被災し

てこけたら、県内全域がこける。宮崎市一極集

中で大丈夫なのか、県の見解を伺います。

○危機管理局長（松野義直君） 消防指令業務

の共同運用化に当たりましては、危機管理上の

リスクの分散、特に、消防指令センターが被災

した場合を想定した対策を講じることが重要で

あります。

このため、消防指令センターの母体となる宮

崎市消防局においては、被災しにくい場所また

は他の消防本部にバックアップセンターを構築

する方法や、被災時に消防指令システムの一部
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を持ち出して119番通報に対応する方法などにつ

いて、共同運用化に参加する消防本部・消防局

と協議すると伺っております。

○満行潤一議員 課題はたくさんあると思うん

ですね、全県一つにするとすれば。ぜひ、市町

村消防本部との丁寧な協議を重ねていただきた

いと思っています。

次に、消防防災ヘリについて伺います。

平成16年10月に防災救急ヘリ「あおぞら」が

導入され、翌年２月に運用開始しました。私

は、その４年前の平成12年12月から４回にわた

り、早期導入を求めてきました。

これまで、東北大震災発生の翌日には岩手県

に派遣されるなど、緊急運航件数は2,000件を超

えています。事故もなく18年が経過し、機体の

更新時期に差しかかってきました。更新に対す

る今後のスケジュールをお伺いいたします。

○危機管理局長（松野義直君） 本県の防災救

急ヘリコプターは、救急救助、林野火災などで

の出動件数が、運航開始以来2,000件を超え、県

民の生命・財産を守る上で重要な役割を果たし

ておりますが、近年、機体の老朽化が進むとと

もに維持コストが増大しております。

このため、ヘリの更新に向け、今年度、「宮

崎県防災救急ヘリコプター機種仕様検討委員

会」を設置し、後継機に求められる能力等につ

いて検討を行っております。

それを受けまして、来年度、機体の選定、売

買契約、発注を行い、約２年間の製造・組立て

等を経て、令和７年度中に引渡しを受ける計画

であります。

○満行潤一議員 了解です。

次に、消防学校に実火災訓練施設を整備して

ほしいと、消防の現場から要望が上がっていま

す。

火災が減り火災現場に臨検する機会が減り、

若い消防士の訓練施設が欲しいとの切なる願い

です。聞くところによりますと、全国的に整備

が進んでおり、九州で未整備は残り２県と聞き

ます。予算を伴いますが、より実践に近い命を

守る訓練は重要です。実火災訓練施設の整備に

ついて、県の考えを伺います。

○危機管理局長（松野義直君） 実火災訓練施

設は、火災時の炎や高熱、煙などを体験しなが

ら消火訓練を実施することができるため、消防

吏員の消火・救助の技能修得に有効な施設であ

ります。

このため、整備の必要性、費用対効果、具体

的な訓練方法、使用頻度、運用体制等につい

て、今後研究してまいります。

○満行潤一議員 ぜひお願いします。残ったの

は佐賀県と宮崎県、佐賀県は長崎県と福岡県の

真ん中ですので……。ぜひお願いしたいと思い

ます。

次に、最後になりますが、公共施設トイレの

男女比についてお伺いいたします。

代表質問で山内議員が、国スポ施設のバリア

フリー状況についてただしています。

「公共施設のトイレの男女比は面積が同等と

いう基準だ」と、ある人から伺いました。そう

なのでしょうか。女性トイレは全て個室ですか

ら、当然、一度に利用する人数が男性トイレよ

り少なくなるはずです。イベント会場のトイレ

で、女性が列をなして並んでいる風景を目にし

ます。男女の衛生器具類の設定基準はどうなっ

ているのでしょうか。新たに建設される陸上競

技場整備を例にとって説明をお願いいたしま

す。

○総合政策部次長（川北正文君） 都城市に整

備を進めている陸上競技場につきましては、大
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会期間中は、陸上競技に加え開閉会式が行わ

れ、大会後も、競技者や多くの県民の皆様が利

用するものであるため、誰もが利用しやすい施

設となるよう整備を進めているところでありま

す。

トイレの整備における便器等の衛生器具につ

きましては、公共施設の建築設計で広く利用さ

れている算定方法に沿って、施設の用途や想定

される利用者数などを基に、男女それぞれの適

切な個数を設定しております。

○満行潤一議員 面積にはよらないということ

ですね。はい、安心いたしました。

以上で私の質問を終わりますが、残るのは、

あと２月議会であります。２月議会で、河野知

事と新年度骨格予算について意見交換し、答弁

していただきたいと思いますので、オール宮崎

で頑張っていきたいと思います。ありがとうご

ざいました。（拍手）

○中野一則議長 次は、河野哲也議員。

○河野哲也議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。公明党宮崎県議団の河野哲也でござ

います。

まずは、子供に関することでくくって、それ

ぞれ１問ずつ、４問壇上で質問させていただき

ます。

初めに、子供の貧困対策でございます。

本県もやっと動き始めました。コロナ禍にお

ける子供の貧困緊急実態調査であります。

国は、昨年末、中学２年生とその保護者5,000

組を対象に、子供の貧困に関する実態調査の結

果を初めて公表いたしました。「貧困世帯」と

位置づけされる世帯は、全体の12.9％が該当す

るとしました。本県調査も、国の質問項目を基

にアンケートを作成するとのこと。

コロナ禍における子どもの貧困緊急実態調査

の事業の目的について、知事の考えをお伺いい

たします。

次に、ひきこもり、不登校等の子供たちの居

場所づくりについて伺います。

ひきこもりの子供たちを支援するには、その

悩みを相談する窓口等が必要となるとともに、

関係機関が連携して対応する必要があると考え

ますが、本県のひきこもりに関する相談体制に

ついて、福祉保健部長にお伺いします。

３つ目は、部活動の地域移行への支援でござ

います。

教員の働き方改革の一環として、公立中学校

における部活動の地域移行が議論されていま

す。国においても、６月６日にスポーツ庁、８

月９日には文化庁の各有識者会議が、部活動の

担い手を教員から地域人材へ移行するよう提言

いたしました。

公立中学校の運動部の地域移行についてス

ポーツ庁の有識者会議がまとめた提言で

は、2023年度から2025年度までを「改革集中期

間」に位置づけ、自治体などに対し、まずは休

日の部活動から段階的に地域の民間スポーツ団

体などに移行するよう求めています。

実現に向けた課題としては、受皿となるス

ポーツ団体や指導者の確保に加えて、経済的に

困窮する家庭に活動費用を援助するための財源

の捻出などが挙げられています。

一方、吹奏楽部など公立中学校の文化部活動

の地域移行に関する文化庁の有識者会議の提言

では、運動部と同様に2023年度から改革集中期

間と位置づけ、2025年度末までに休日の活動を

学校から地域の民間事業者等に移行するといた

しました。国は、2023年から2025年度末まで調

整する期間を設けていますが、県内における部

活動の地域移行に向けたモデル事業の取組状況
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について、教育長にお伺いいたします。

壇上での最後の質問でございます。がん教育

でございます。

子供たちにがんの正しい知識を身につけても

らおうと、全国の学校現場で「がん教育」が広

がっています。中学校では昨年度から、高校で

も今年度から全面的に始まっています。

年間100万人ががんと診断され、国民の２人に

１人が一生のうちに罹患するがんは、まさに国

民病でございます。

がん教育の推進については、2006年のがん対

策基本法の制定を主導してきた公明党が、繰り

返し重要性を訴え続けました。ようやく、政府

が2018年３月に閣議決定した「第３期がん対策

推進基本計画」（2017年度から2022年度）で、

「地域の実情に応じて、外部講師の活用体制を

整備し、がん教育の充実に努める」と記され、

新学習指導要領にも盛り込まれました。

がん教育が中学、高校で本格的に実施されて

いると言われていますが、全国の調査では、18

年度に授業を実施した学校の割合は、小中学

校、高等学校合わせて62％でございました。学

校別では、中学校が実践率71％と高く、高校

は64％、小学校は56％、ただ、外部の講師活用

は８％にとどまっています。

県内のがん教育の実施状況について、教育長

にお伺いいたします。

以上、壇上からの質問でございます。あとは

質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。子供の貧困実態調査についてであります。

新型コロナの長期化に伴い、生活習慣や世帯

収入状況が変化する中で、子供をめぐる貧困に

つきましては、改めて懸念される状況が生じて

きております。

このため、今議会において予算をお願いして

おります調査を通じて、生活困窮世帯の子供に

与える影響や必要とされるニーズをしっかり把

握し、きめ細かな施策の展開につなげたいと考

えております。

子供の貧困という一つの切り口、視点を通じ

て、社会全体にどのような影響が及んでいるの

かを把握、推測することができる調査になるの

ではないかと考えております。

この調査によりまして、生活困窮世帯等への

支援に係る施策の構築に必要なデータが取得で

きますことから、調査結果につきましては、私

を本部長とする「子どもの貧困対策推進本部」

や市町村、関係機関、関係団体等で構成する

「子どもの貧困対策協議会」において共有し、

来年度に予定しております「子どもの貧困対策

推進計画」の改定に活用してまいります。

今後とも、貧困の連鎖を断ち切るため、市町

村や関係団体等と一層の連携を図りながら、子

供の貧困対策に取り組んでまいります。以上で

あります。〔降壇〕

○福祉保健部長（重黒木 清君）〔登壇〕 お

答えします。ひきこもりに関する相談体制につ

いてであります。

県では、ひきこもりに関する専門相談窓口と

して、ひきこもり地域支援センターを精神保健

福祉センターに設置し、精神保健福祉士などの

専門のコーディネーターが、電話や面接による

相談対応や自宅への訪問などを行っておりま

す。

ひきこもりの方の年代や悩み、置かれた状況

は様々であるため、相談対応に当たっては、福

祉・教育・雇用など幅広い分野との連携を図り

ながら対応しているところです。

ひきこもりの子供たちに対しましては、在籍
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する学校や県教育研修センターの「ふれあい

コール」、県の子ども・若者総合相談センター

「わかば」などを中心に対応しており、これら

の機関等で構成する連絡会議において、支援内

容や対応事例の共有を行うなど、関係者一体と

なって必要な対策に取り組んでおります。〔降壇〕

○教育長（黒木淳一郎君）〔登壇〕 お答えし

ます。部活動の地域移行についてであります。

現在、県内のモデル事業としまして、昨年度

より、運動部は小林市で、文化部は延岡市で実

践研究に取り組んでおります。

小林市では、１年目は、三松中学校を対象

に、市スポーツ協会から派遣された指導者によ

り、陸上競技やバレーボールなど５つの部活動

で検証が行われました。

さらに、２年目の本年度は、小林中学校と細

野中学校を加え、対象を３校に拡充して取り組

んでおります。

また、延岡市では、昨年度に引き続き、２か

年をかけまして、旭中学校を対象に、市教育委

員会から派遣された指導者による吹奏楽部での

検証に取り組んでいるところであります。

次に、がん教育の実施状況についてでありま

す。

議員御質問の、平成30年度の全国調査におき

ます本県の状況は、小学校では40.7％、中学校

では63.8％、高等学校では50.8％、全体で

は49.6％でありました。また、外部講師の活用

状況は５％でありました。

がん教育に関しましては、これまでは主に健

康教育の一環として取り組んできたことから、

学校においては、このような受け止めになった

ものと考えております。

現在は、学習指導要領に、がん教育は明記さ

れ、全ての中学校、高等学校の保健の授業の中

で取り組んでおります。以上であります。〔降壇〕

○河野哲也議員 それぞれ御答弁ありがとうご

ざいました。

子供の貧困調査について、知事のお考えは分

かりました。この得た情報を今後スピード感を

持って生きたものにする、ここが肝腎だと考え

ます。当事者は、コロナ禍の今、厳しい状況に

いるわけですから、助けるシステムをつくって

おいていただきたいと考えます。

子供の貧困や虐待などの問題は家庭の外から

は見えにくく、事態が深刻化してから分かる場

合が多い。小さな兆候からでも早期発見・対応

につなげるため、関係機関ごとに掌握する子供

の情報を連携させ、データ分析し、役立てる試

みが一部の自治体で進められています。

大阪府の箕面市が、子供の貧困対策とし

て2017年度から運用する「子ども成長見守りシ

ステム」は、それまでばらばらだった情報が一

元化され、一人一人の状況を俯瞰して捉えやす

くなったと言われています。

同システムは、学校や行政の福祉部局、児童

相談支援センターなどに分散する子ども・家庭

の情報を縦割りを超えて集約したデータベース

を活用する。データベースでは、市内在住のゼ

ロ歳から18歳までの子供の学力や健康・体力、

登校状況、生活保護の受給有無などの情報が共

有され、専任部署が定期的に分析。困窮などの

リスクを抱えた子供・家庭を抽出し、関係機関

を通じた見守りや支援につなげています。

分析が生かされたケースは多いとされていま

す。急激な学力低下が認められた小学生の家庭

状況を調査したところ、親が子供の世話を十分

できていない実態が分かり、改善を図れた。就

学援助の受給資格がありながら受けていない家

庭の存在も、分析を通し掌握できた結果、受給
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に至った例もあるそうです。

支援が必要な子供の見逃し防止にも効果があ

る。2018年下半期の時点のデータ分析で、重点

的な支援が必要とされた小中学生は462人に上っ

た。これは学校側が既に支援・見守り対象とし

ていた数より116人多く、支援につながったとい

う報告もあります。

切れ目ない支援で「貧困の連鎖」を防ぎたい

と考えます。

そこで、関係機関ごとに保有する子供の情報

を連携させ、データの分析により問題を抱える

子供の早期発見に活用してはどうかと考えます

が、県の考えを福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 御提案の件

につきましては、子供の貧困や虐待への対応に

有効なデータ連携に向け、現在、デジタル庁に

より、全国７か所で実証実験が行われておりま

して、今年度中には全国の自治体の参考になる

モデルが示される予定と伺っております。

現在、県と市町村におきましては、貧困や虐

待、不登校など様々な問題を抱える子供に関し

て、児童相談所や学校、市町村の児童福祉・母

子保健部署等が構成員となります要保護児童対

策地域協議会の会議等によりまして情報を共有

し、支援につなげているところであります。

今後、子供に関する福祉・保健・教育等の情

報を連携させ、分析・活用することで、潜在的

に支援を必要とする子供を早期に発見し、より

適切な支援につなげることなどが期待されます

ので、今後の国の動向を注視してまいりたいと

考えております。

○河野哲也議員 先ほど、ひきこもりに関する

答弁をいただきましたが、大分県では、ひきこ

もりや子供・若者の不登校・ニートなどの諸問

題に係る相談をワンストップで受け、サポート

する「おおいた青少年総合相談所」を設置し、

年間12回ほどのケース会議を行っています。宮

崎県でも、ひきこもりなどの諸問題をワンス

トップでサポートできる体制が必要だと考えま

す。検討をお願いいたします。

小中学校で不登校の児童生徒が過去最多を記

録する中、文部科学省は、こうした子供たちに

配慮した「不登校特例校」の設置を促進してい

ます。

特例校のパイオニア的存在である「八王子市

立高尾山学園」の取組を紹介いたします。高尾

山学園は、統廃合で使われなくなった小学校を

改修し、2004年に開設されました。

同学園に入学できるのは、八王子市内に居住

し、年間30日以上欠席している不登校の小中学

生。様々な理由で傷つき、学校に行きたくても

行けなくなった児童生徒に寄り添う工夫がちり

ばめられているとされています。

特徴的なのが、「自由に授業を抜け出して

オーケー」という独自ルールでございます。

「今日はつらいな」といった場合は、卓球台や

カードゲーム、漫画などをそろえた「プレイ

ルーム」や、スクールカウンセラーらが常駐す

る「相談室」などの居場所で過ごせる。

先生たちは「打倒！プレイルーム」を合い言

葉に、子供たちが授業に出席したくなるような

工夫を凝らしているということでございます。

それぞれのペースで学習を進められるよう、

少人数教育とサポートの体制も整えられていま

す。各学年１学級ですが、授業は習熟度に合わ

せて２コースに分かれており、教室には多くて

も10数人、ゆっくりと使えます。中学の英語、

数学、国語は２～３人の教員で授業を担当し、

教員免許を持つ指導補助員も加わります。

現在、小学生９人、中学生86人の計95人が在
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籍。児童生徒の登校率は全体平均で約７割。卒

業生の進学率は、民間のサポート校や専修学校

も含めて95％超に上ります。

文科省の調査によると、不登校の小中学生数

は全国で19万6,127人（2020年度）に上り、全体

の２％を超えます。８年連続で増加してお

り、2017年度からは過去最多を更新していま

す。

県内も不登校の小中学生は、2020年度1,536人

で過去最高。2017年度から462人も増えていま

す。

誰一人置き去りにされない教育環境の整備に

向け、特例校をはじめとする多様な学びの場の

確保をしなければならないと考えますが、不登

校の児童生徒に配慮した不登校特例校の設置促

進が求められているようですが、教育長のお考

えをお伺いします。

○教育長（黒木淳一郎君） 不登校特例校の設

置につきましては、不登校児童生徒数が全国的

に増加する中、今年６月、国の「不登校に関す

る調査研究協力者会議」におきまして、今後重

点的に実施すべき施策に挙げられており、現

在、全国で21校が設置されております。

本県でも、議員から御指摘のありましたよう

に、不登校児童生徒数が増加傾向にありまし

て、これらの児童生徒に対して教育の機会を確

保することの必要性から、不登校特例校は学び

の場の一つであると認識しております。

県教育委員会といたしましては、児童生徒の

将来における社会的自立に向けた学びの場の確

保に向けて、国や他県の動向を注視しながら、

市町村に情報提供を行うなど、適切な対応に努

めてまいりたいと考えております。

○河野哲也議員 部活動の地域移行でございま

す。

これまで実施してきたモデル事業における課

題について、教育長にお伺いいたします。

○教育長（黒木淳一郎君） 部活動の地域移行

に向けた課題としましては、運営主体の選定や

指導者の確保、会費などの負担の在り方等が課

題でありますが、昨年度から行われております

モデル事業におきましては、これらの課題に対

応しながら活動しているところであります。

しかしながら、モデル事業終了後には、地域

移行を拡充することによる新たな指導者の確

保、また、指導者への謝金や保険の加入料金等

の負担の在り方といった課題が挙げられており

ます。

○河野哲也議員 部活動の地域移行の先行事例

として注目されているのが、茨城県つくば市の

谷田部東中学校です。

同校では18年度から、保護者らの任意団体

「洞峰地区文化スポーツ推進協会（ＤＣＡ

Ａ）」を立ち上げ、部活動の地域移行を進めて

きました。

地域移行の主な目的は、教員の働き方改革を

進めるためで、１週間の部活動のうち１日を

「地域部活動」としてＤＣＡＡに委任。指導者

は、近くにある筑波大学の運動部の学生や、民

間のスポーツクラブのインストラクターなどが

担っています。外部の指導者が担当する日の参

加は希望制で、毎月1,250円を会費として集めて

います。

教員からは、「平日の部活動指導日が減って

負担軽減につながった」、保護者からは、「最

初は、部活動でお金がかかるって何だろうとは

思ったが、専門家に教えてもらえるメリットの

ほうが大きい」といった声が寄せられているそ

うであります。宮崎県に合った成功事例があれ

ばいいのですが。
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スポーツ庁、文化庁の有識者会議の提言で共

通しているのは、活動場所の確保のため、生徒

を受け入れる民間事業者らの学校施設の利用が

可能となるよう規則を改正するほか、スポーツ

施設、文化施設などの利用料を安くする必要性

も指摘したということでございます。

部活動の地域移行における会費負担の在り方

に対する教育長のお考えをお伺いします。

○教育長（黒木淳一郎君） 公立中学校におけ

る休日の部活動の地域移行に伴い、指導者への

謝金や保険の加入料金、施設利用などによる経

費が発生すると考えております。

これらの経費は、国からも今後の課題として

示されておりまして、もし、保護者の負担と

なった場合におきましても、過度な負担となら

ないようにすることが大切だと考えておりま

す。

そのことから、本年５月に、休日の部活動の

地域移行に係る財源確保等について直接、国へ

要望を行ってきたところであります。

今後も引き続き、関係省庁へ要望を行ってま

いります。

○河野哲也議員 がん教育でございます。

今までの教育現場では、ほとんどがんが取り

上げられることがなく、知識を与えられる場が

ないという学校があったということでございま

す。学習指導要領に盛り込まれた以上、中学、

高校ともに授業実施率100％を目指していただき

たいと思います。

子供へのがん教育を実施する意義として、東

京大学大学院、中川恵一特任教授は、「がん

は、禁煙や節酒、適度な運動などの生活習慣を

見直すことでリスクを大幅に下げられる。今

や、がんは全体で３分の２が治り、がん検診に

よる早期発見・治療なら、９割以上完治する。

生活習慣を整えることと検診による早期発見が

命を守る秘訣といえる。

大腸がんは日本で一番多いがんである。１年

間に大腸がんで亡くなる人はアメリカとほぼ同

数だ。アメリカの人口は日本の2.6倍でありなが

らだ。さらには、先進国では日本だけががん死

亡数が増加している。これは日本人にがんの知

識がないからだ。本来であれば命を守る上で必

要なことは学校教育の中で教えるべきだ」と述

べられています。

各学校におけるがん教育の学習効果を上げる

ためにどう取り組んでいるのか、教育長にお伺

いします。

○教育長（黒木淳一郎君） がん教育は、がん

について正しく理解したり、健康と命の大切さ

について主体的に考えたりすることなどが求め

られておりまして、医療従事者等の専門家や、

がんを経験した方々のお話を直接聞くことは、

学習効果を高める上で大変有効であると考えて

おります。

このため、県教育委員会におきましては、関

係機関と連携を図りながら、学校が活用しやす

い外部講師リストの作成を現在進めているとこ

ろであります。

また、今後は、平成29年３月に県教育委員会

が作成しました「がんに関する教育指導参考資

料」に対しまして、現代の課題に即した内容や

最新の情報等を取り入れるなどの見直しを行

い、学校におけるがん教育のさらなる充実につ

なげてまいります。

○河野哲也議員 がん教育の目標は、１つ目は

がんを正しく知ること、２つ目は、健康や命の

大切さを主体的に考えることができるようにす

ることです。ですから、今、教育長の答弁にも

ございましたように、医師やがん患者、がん経
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験者など外部講師を大いに活用していただきた

いと思います。

中川教授の報告の中に、好事例が掲載されて

いたので紹介いたします。

香川県宇多津町は、教授が「がん教育」を

行ったところでございます。がん教育を行うこ

とで、大人世代の検診受診率が上がったそうで

あります。授業を受けた子供たちが親に受診を

勧めていたということが分かりました。

子宮がんの検診―私こだわって今質問して

いますが―二十歳から対象になります。子供

にとっても遠い将来じゃありません。受診率は

欧米の半分だそうです。20代前半の受診率は１

割台と日本は低迷しています。子供たちに広く

がん教育が浸透することを望みます。

続いて、鉄道の存続についてでございます。

私ども公明党県議団は、先日、８月26日に上

京し、斉藤国土交通大臣に、九州中央自動車道

の早期事業化、東九州自動車道の４車線化等の

要望活動を行ってまいりました。

後半の懇談は鉄道の話も加わり、大臣に九州

の西と東の交通インフラの格差等を認識してい

ただくことになりました。

鉄道につきましては、さらに令和２年度か

ら、輸送密度2,000人未満に限定した線区別収支

が公表され、利用者の減少や採算・収支を理由

とした減便または廃線につながるということを

強く懸念する事案になったと思います。

県内の鉄道をめぐる厳しい状況をどう捉えて

いるか、総合政策部次長にお伺いします。

○総合政策部次長（川北正文君） 県内の鉄道

につきましては、ＪＲ九州の経営状況を背景

に、平成30年の大幅な減便や特急ワンマン化、

駅の営業時間短縮などが実施されております。

また、先日、同社が公表した令和３年度の線

区別の平均通過人員及び収支は、新型コロナの

影響により大きく落ち込んだ令和２年度に比

べ、全体的に若干持ち直したところでありま

す。

しかし、コロナ禍前と比較しますと、依然と

して非常に厳しい数字となっており、楽観でき

る状況にはないと考えております。

そのため、県におきましては、ＪＲ九州に対

し、路線維持の取組などを強く求めるととも

に、沿線自治体と一体となって利用促進に努め

ているところであり、引き続き危機感を持って

取り組んでまいります。

○河野哲也議員 経営状況が厳しいローカル鉄

道の在り方を話し合ってきた国土交通省の有識

者検討会は、７月25日に提言をまとめました。

ポイントは、利用者が少ない区間を対象にし

た「特定線区再構築協議会」の創設でありま

す。鉄道事業者や沿線自治体の要請に基づいて

国が設置し、バスへの転換を含めた運行見直し

について協議いたします。

対象となる目安は当面、１キロメートル当た

りの１日平均利用者数（輸送密度）が1,000人未

満としました。ただ、通勤・通学の利便性も考

慮し、ピークとなる１時間に隣接する駅との間

の乗客が500人を上回る場合は除外する考えも示

されました。

しかし、県みやざき鉄道ＰＲ大使の―先ほ

ど知事も紹介されましたけれども―田代剛氏

が訴えたように、「鉄道は地域の足」という概

念だけでは限界だと、生き残れないと。移動手

段としての鉄道を「観光鉄道」にする、この考

え方も大事だと私は思います。特定線区再構築

協議会でも生かされることがあればと考えま

す。

鉄道の維持・活性化には、地域振興、観光振
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興の視点が重要だと考えますが、県はどのよう

に取り組んでいるのか、総合政策部次長にお伺

いします。

○総合政策部次長（川北正文君） 県におきま

しては、ＪＲ吉都線及び日南線の沿線自治体と

ともに利用促進協議会を設置し、御当地駅弁の

開発・販売や鉄道を活用した各種イベントに取

り組むとともに、みやざき鉄道ＰＲ大使である

田代剛氏の協力の下、高校生がガイドを務める

ツアーの実施など、新たな需要の掘り起こしを

行っております。

また、日南線では、平日に「海幸山幸」を貸

し切る団体に対し補助を行うともに、吉都線に

ついては、10月からの「ななつ星」の運行開始

に向け、現在地元を中心に様々なおもてなしの

企画を検討しているところです。

今後とも、日常的な利用促進に加え、地域振

興、観光振興の視点から、地元とともにその魅

力を磨き上げ、鉄道の維持・活性化につなげて

まいります。

○河野哲也議員 続いて、マイナンバーカード

の普及についてでございます。

特別委員会の県南調査で、都城市のＤＸ推進

の取組について調査をさせていただきました。

「誰もが恩恵を受けられるデジタル社会の実現

に全力を注ぐ」と強調されている池田市長の思

いが伝わる、環境整備事業の数々。行政サービ

スの拡充を含むマイナンバーカードの利活用の

推進、都城市におけるデジタル人材の育成・確

保について示唆を感じました。

都城市のマイナンバーカード普及の取組につ

いて、知事の所感をお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） マイナンバーカード

は、デジタル社会を支える重要な社会基盤であ

りまして、国が定めた「令和４年度末までに、

ほとんどの住民がカードを保有する」という目

標を達成するため、県としても、全県的な広報

や市町村と連携した普及啓発に取り組んでいる

ところであります。

そのような中、都城市は、全国の市・区で交

付率第１位となっております。これは、職員が

公民館等に出向いての申請手続のサポートや、

子育て・おくやみ手続のワンストップ化を導入

するなど、カードを取得しやすい環境の整備や

利便性向上に取り組んだ結果であると考えてお

ります。

国が掲げる大きな目標に対して、様々な工夫

・アイデアを凝らし、全国のモデルとなるよう

な実践を重ね、実際に実績を残しておられるこ

とは大変すばらしいことだと、心より敬意を表

するものであります。

その他の市町村においても、こうした取組も

参考にしながら、それぞれ工夫しながら取り組

んでいただいているところでありまして、現

在、本県は都道府県単位での交付率が日本一と

なっているところであります。

金子前総務大臣は、お会いするたびに開口一

番、「マイナンバーカード頑張ってね」と言っ

ておられまして、手元の資料を見ながら、「宮

崎はよく頑張っているね」とお褒めの言葉をい

ただいていたところであります。恐らく全ての

首長に対しそのようなコメントをして、マイナ

ンバーカード普及促進に向けて檄を飛ばしてお

られるんだと思います。

普及の取組をしておりますのは、総務省の自

治行政局でありますが、総務省同期が局長を務

めておりまして、会うたびに「宮崎は頑張って

もらっていてありがたい」と言っておりまし

た。全国的な普及促進に相当苦労していること

を感じるわけでありますが、今後とも、国や市
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町村とも連携しながら、より一層の普及に努め

ますとともに、大事なことは、カード普及とい

うものが最終的なゴールではないわけでありま

して、マイナンバーカードを基盤として、県民

誰もがデジタル技術の利便性を実感できる社会

づくりを進めてまいりたいと考えております。

○河野哲也議員 知事の答弁にありましたよう

に、本県は、交付率が全国一だと。誰もが恩恵

を受けられるカード利用を推進するために、マ

イナンバーカードの普及に向けて県はどのよう

に取り組んでいるのか、総合政策部次長にお伺

いいたします。

○総合政策部次長（川北正文君） マイナポイ

ント第２弾が始まり、マイナンバーカードに対

する関心が高まっていることから、この機会に

カードの普及を図るため、県では、各種メディ

アを通じたＰＲや、市町村と連携した街頭啓発

等に取り組んでおります。

また、全市町村を訪問し、マイナンバーカー

ドの取組強化を依頼するとともに、交付率の低

い市町村に対しては、地元スーパーでの出張申

請受付を県と協力して行うなど、個別に支援を

計画しているところであります。

さらに、カードの一層の普及のためには利便

性向上が重要でありますので、全国知事会等を

通じて、マイナンバーカード機能のスマート

フォンへの搭載や各種免許証との一体化など、

カードを活用する機会の拡大について、引き続

き国に要望してまいります。

○河野哲也議員 下請いじめについてでござい

ます。

地元の支持者からの相談でした。親戚が大阪

のほうで下請で仕事を受けたがトラブっている

ようだ、何とかならないかと。詳しくは、塗装

業をされている方で、マンション関係のまと

まった仕事をもらえたと思った矢先、受注額は

変わらずに様々な変更を要求されて、材料費、

人件費等で対応できなくなってしまったという

内容でした。

大阪かと、少々ちゅうちょいたしましたが、

そこはネットワーク政党公明党の真骨頂を示さ

ねばと思いまして、該当の市―ここはちょっ

と濁したいと思いますが―の市議団団長に連

絡を取りました。

大阪は、下請取引トラブルは日常茶飯事のよ

うで、市議団も年間１万件の相談事に携わって

いるとのことでした。

下請かけこみ寺等の相談窓口と連絡を取っ

て、すぐ調査に入ってもらったということでし

た。親企業の態度が一変し、取引価格を改善し

てもらい事なきを得たとのことでした。

大阪府は重厚に相談窓口がありますが、本県

における企業間の下請取引トラブルに関する相

談窓口の設置状況について、商工観光労働部長

にお伺いします。

○商工観光労働部長（横山浩文君） 企業間の

下請取引のトラブルに関しましては、中小企業

庁の委託事業としまして、宮崎県産業振興機構

に、議員の御質問にもございました「下請かけ

こみ寺」という相談窓口を設置しており、企業

間取引に詳しい専任の相談員や弁護士が、問題

解決に向けた無料でのアドバイスを行っており

ます。

また、宮崎県産業振興機構では、企業間の下

請取引のトラブルに広く対応するため、県内商

工関係団体に下請かけこみ寺の事業内容の情報

提供を積極的に行うことで、県内企業への周知

が図られております。

○河野哲也議員 若者就職支援でございます。

８月６日、宮崎県就職説明会延岡会場を視察
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いたしました。私は、「こんなものか」と正直

思ってしまいました。もちろん、出席している

若者も企業側も、お互い真剣な面持ちでありま

した。和やかな雰囲気でもありました。

私が視察した時間は、確かに後半部分であり

ましたが、１桁の参加者でした。企業ブース

は、たしか50はあったと思います。

そこで、令和４年度宮崎県就職説明会の開催

状況について、商工観光労働部長にお伺いいた

します。

○商工観光労働部長（横山浩文君） 県では、

県内で就職を希望する方と県内企業との出会い

の場として、例年８月に大学生等の帰省時期に

合わせて、宮崎県就職説明会を開催しておりま

す。

今年度も、新型コロナの影響を受けた中では

ありましたが、感染防止対策を十分に講じた上

で、８月６日の延岡会場を皮切りに、都城会

場、宮崎会場で開催し、参加者数は、延岡40

人、都城70人、宮崎73人の合計183人となってお

ります。

また、参加企業数につきましては、延岡51

社、都城62社、宮崎42社の合計155社となってお

ります。

なお、本年２月には、コロナ禍以前は東京、

大阪、福岡で開催しておりました「宮崎県ふる

さと就職説明会」をオンラインで開催いたしま

して、451人の参加がございました。

○河野哲也議員 答弁によりますと、オンライ

ンの参加も多かったということですが、私の息

子も神奈川のほうで就職説明会の説明責任者に

なったようで、様子を聞いてみたら、やっぱり

ＳＮＳによる情報提供がほとんどで、都会でも

説明会になかなか来なくなっているという話を

聞いたところでございます。先ほども、参加企

業は、例えば延岡でも50社を超している。内容

を見ると、中堅企業がしっかり来ていただいて

いました。そのように、人材確保のために県内

企業も、貴重な出会いという認識の中で、少し

でも多くの若者にチャンスがあるように、県は

取り組んでいただきたいなと思います。

県の就職説明会の課題と今後の取組につい

て、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（横山浩文君） 県が実施

しております就職説明会は、近年の有効求人倍

率の上昇や、民間会社によります求人情報の充

実等に加え、新型コロナの影響もあり、参加者

数が減少傾向にございます。

しかしながら、人手不足感のある県内企業か

らは、例年、多くの参加申込みをいただいてお

り、また、昨年度実施しました参加者へのアン

ケートでは、８割以上が「満足」または「どち

らかと言えば満足」と回答されております。

県といたしましては、人口減少の加速化に伴

い、人材確保が県内企業にとって今後ますます

重要となる中、就職説明会は、県内企業と求職

者との貴重な出会いの場でありますので、今後

とも、労働局や関係機関と連携しつつ、開催方

法の検討やさらなる周知広報の工夫を重ね、よ

り多くの参加者に御来場いただけるよう取り組

んでまいります。

○河野哲也議員 木材の利用促進についてでご

ざいます。

本県は杉素材生産量31年連続日本一です。30

年を超えているんです。農林水産省が発表した

「令和３年木材統計」によると、193万1,000立

方メートルで全国の約15％を占めています。

一昨年末から世界的な木材不足による木材価

格が上昇し、「ウッドショック」と呼ばれる事

態が生じています。

- 147 -



令和４年９月９日(金)

輸入材の代替として国産材への期待が高まる

中、製材品の７割を県外に出荷している本県

は、国産材供給のトップランナーとして、しっ

かりと役割を果たしていただきたいと思いま

す。

関係者の声としては、「現在、再造林率が下

がっている。日本一を取り続けるには、この率

を下げることなく向上させていく」と奮起され

ていました。

杉素材生産量31年連続日本一についての知事

の受け止めをお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 本県の杉素材生産量

が31年連続日本一を達成しましたことは、全国

トップクラスの生産基盤はもとより、どんな厳

しい状況にあっても、将来を見据えて次世代へ

の森づくりに長年にわたって取り組んでこられ

た先人のたゆまぬ努力のたまものであると考え

ております。

今後とも、この偉業を継続していくために

は、本県が誇る豊かな森林資源を未来に引き継

いでいく必要がありまして、「伐って、使っ

て、すぐ植える」資源循環型林業の実現が大変

重要であると考えております。

そのため、再造林の効率化・省力化や、林業

・木材産業を支える担い手の確保・育成、木材

の生産・加工・流通改革に取り組むことはもと

より、出口対策として、非住宅分野への県産材

利用の促進など、木材の需要拡大にも積極的に

取り組んでまいります。

私は、この木材供給という産業面での重要性

に加えて、国土保全や防災といった面での役

割、さらには、気候変動問題に対応した地球規

模での環境貢献といった面があるわけでありま

して、誇りと自信を持って木材、森林、林業の

トップランナーとして役割を果たしていくべき

ものと考えております。

50年先、100年先も豊かな森林が県土に広が

り、将来にわたって林業・木材産業が発展して

いけるよう、資源循環型林業を推進するととも

に、この先も素材生産量日本一を続けることに

よりまして、我が国を代表する木材供給県とし

ての役割をしっかり果たしてまいります。

○河野哲也議員 県内を見ますと、内装や外装

に県産材を活用した、全国でも珍しい木造・木

質の映画館が宮崎市に誕生しました。また、Ｊ

３に参入したテゲバジャーロ宮崎の本拠地ユニ

リーバスタジアム新富では、座席やコンコース

の床材に木材が使われています。

ところで、令和３年度の本県の県有施設にお

ける木材利用の取組について、環境森林部長に

お伺いいたします。

○環境森林部長（河野譲二君） 県有施設の木

材利用につきましては、副知事をトップに、関

係部局長で構成する「県産材利用推進委員会」

において、建設予定施設の木造化・木質化につ

いて、施設ごとに具体的な検討を行うこと等に

より、全庁的な取組を推進しております。

令和３年度の木材利用の実績は、木造施設で

は、県立みなみのかぜ支援学校の教室棟の増築

や、ひなもり台県民ふれあいの森のキャビンな

ど５件で、非木造施設では、内装木質化での利

用が県立宮崎病院など３件であり、木材使用量

は合計で約214立方メートルとなったところであ

ります。

今後とも、関係部局と連携し、県有施設の木

造化・木質化に取り組み、さらなる木材の利用

拡大を図ってまいります。

○河野哲也議員 一つ要望でございます。

県内に木造の中高層建築物を誕生させたいな

と。耐火性能・強度に優れたＣＬＴなど挑戦す
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る事業所が県内にもっと増えるといいかなと思

います。学校は、今、更新時期ではないんで

しょうか。建て替え時には木造がいいなと考え

ています。

最後の質問でございます。有機農業でござい

ます。

本県で有機農業といえば「綾町」だと言えま

すが、本県の有機農業の実態について、農政水

産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（久保昌広君） 有機農業は、

化学肥料や化学農薬を使わない安全で環境に優

しい取組として、全国的に拡大しております。

本県の有機農業の先進地であります綾町で

は、令和２年度に11戸の農家が20ヘクタールの

農地で露地野菜を栽培しており、これらの生産

物は、町内の直売所や県内外の大手量販店でも

販売され、安全安心を求める消費者からは高い

評価を受けております。

また、お茶につきましては、近年の海外にお

ける安全安心な有機農産物への嗜好の高まりに

より輸出が拡大しており、これに伴い県内各地

でも有機栽培への転換が進んでおります。

なお、農林水産省が全国の有機ＪＡＳ認証面

積を公表しておりますが、本県の令和３年の面

積は431ヘクタールで、全国第４位となっており

ます。

○河野哲也議員 国は、食料・農林水産業の生

産力向上と持続性の両立を実現するため、「み

どりの食料システム戦略」を策定しており、本

戦略では、2050年までに耕地面積に占める有機

農業の取組面積の割合を25％拡大するなど、８

つの目指す姿を掲げるとともに、目標達成に必

要な取組方向等が示されています。

私は、この戦略にある理念や取組の方向性と

連動しながら、本県の有機農業を推進していく

ことが必要ではないかと考えております。

そこで、みどりの食料システム戦略を受け

て、県はどのように有機農業を推進しているの

か、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（久保昌広君） 国の「みどり

の食料システム戦略」を受け、県では、第八次

農業・農村振興長期計画に掲げる、グリーン化

に向けた温室効果ガスの削減や、化学肥料・農

薬の低減といった、環境に配慮した取組につい

て、本年３月に、「みやざき農水産業グリーン

化推進プラン」として取りまとめたところで

す。

県では、これまで関係団体と連携した「宮崎

県有機農業連絡協議会」を中心に、技術の実証

や有機ＪＡＳ認証取得に向けた講習会の開催な

どを行ってきましたが、今後は、これらの取組

に加え、有機農業の指導者の育成や、新たに有

機農業に取り組む農業者への支援、販路拡大へ

の支援など、有機農業の拡大に向け取り組んで

まいります。

○河野哲也議員 具体的に県内で動いていると

ころがあるのではないでしょうか。

みやざき農水産業グリーン化推進プラン策定

後の県内の有機農業の動きについて、農政水産

部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（久保昌広君） 現在の県内の

有機農業の動きといたしましては、綾町が、有

機農業への転換を目指す農業者を対象とした研

修体制の構築に向け、取り組まれています。

また、高鍋町と木城町が共同で、有機農業確

立に向けた技術の検証等に取り組むとともに、

有機ＪＡＳ認証機関としての認可を受けるた

め、国への登録を申請されています。

県といたしましては、今般の肥料価格高騰な

どにより、化学肥料を使用しない有機農業への
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関心が高まっていることから、これらの動きを

加速化し、有機農業の取組拡大に努めてまいり

ます。

○河野哲也議員 以上で全ての質問を終わりま

す。ありがとうございました。（拍手）

○中野一則議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後１時０分再開

○二見康之副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、西村賢議員。

○西村 賢議員〔登壇〕（拍手） 自由民主党

日向市選挙区、西村賢です。本日も傍聴いただ

き、ありがとうございます。

河野知事は、知事就任後から「日本一の子育

て・子育ち立県」を掲げ、県民全体で子供と子

育て家庭を応援する「未来みやざき子育て県民

運動」を展開し、時には知事自ら料理教室やシ

ンポジウムに参加するなど、努めて子育て支援

活動の先頭に立ってこられました。

子供の健全育成は、本県のみならず日本に

とっても最重要課題でありますが、長期のコロ

ナ禍での教育・保育現場の状況、親の収入減に

よる子供の貧困や虐待問題など、子供たちや子

育て家庭を取り巻く環境は年々厳しい状況に

なっているように感じます。

現に、コロナ禍での婚姻率や出生率は下がり

続け、今年上半期の出生数の速報値は全国で前

年比５％減の38万4,942人。宮崎県では6.3％減

の3,680人。長期のコロナ禍はこの日本の少子化

を加速させ、ゆゆしき事態となっています。

そのほかにも、男女ともに生涯未婚率の増加

の問題などもあり、若い世代に結婚や子育てに

対しての夢や希望を与えていくことも重要であ

ります。

そこで知事は、長期のコロナ禍で影響を受け

た現在の子育て環境や出生率の低下について、

どのように考えているのか。

また知事は、４期目を目指すことを表明され

ました。令和５年はこども家庭庁も創設され、

子供を取り巻く環境に対しての政府の対応も大

きく変わってきます。これまで12年間の知事経

験を生かした今後の子育て支援策や方針などが

あればお示しいただきたいと思います。

以下、質問者席より質問を続けます。（拍

手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

長引くコロナ禍の影響によりまして、出会い

の機会の減少や、将来の不安などから、結婚や

妊娠を控える傾向が見られ、さらなる出生率の

低下が懸念されるとともに、子供の貧困や虐待

といった子育て環境の悪化にもつながりかねな

いことに強い危機感を持っているところであり

ます。

子育ては誰もが初めて経験する取組でありま

して、私自身、３人の子供の父親として、子育

てをしてきた中で不安を感じることもありまし

たが、それ以上に楽しさや喜びを感じ、また自

分の人生の広がりも実感したところでありま

す。こうした経験の中で、知事就任の１期目に

「未来みやざき子育て県民運動」を提唱し、結

婚サポートセンターの設立や、市町村長と連携

した「子育て応援宣言」等の取組を通じ、県民

全体で子育てや子育ちを応援する機運の醸成を

図ってまいりました。

また、九州地方知事会の取組としまして、父
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親の育児参加を促すような動画の作成などにも

取り組んできたところであります。

人口減少社会の中で、少子化対策は、本県が

持続的に発展していく上で最も重要な課題の一

つであります。

このため、今議会で提案しております長期ビ

ジョン案の中でも、「将来の人口安定化に向け

た社会づくり」を掲げたところであります。

今、コロナ禍の中で、気持ちの上でも多少ブ

レーキがかかっている部分があるかもしれませ

んが、これはいずれ解消される状況にあろうか

と考えておりますので、県として取り組むべき

は、適切なアクセルというものを引き続き踏み

続けていき、子育てを楽しいと感じられる宮崎

づくりに向けて必要な施策の展開を図ってまい

ります。以上であります。〔降壇〕

○西村 賢議員 関連して、福祉保健部長に伺

います。

宮崎県は離婚率が高く、こども家庭課の調査

によれば、離婚によるひとり親世帯のうち90％

が母子世帯となっており、母子世帯全体の57％

が年収200万円以下という状況であり、子供の養

育費を受け取っている母子世帯は17％という状

況です。

いわゆるシングルマザーは、勤務のしやす

さ、育児のしやすさから、融通の利く非正規雇

用で働けるサービス産業従事者も多く、長期の

コロナ禍の影響で、仕事や収入の減少に拍車を

かけたのではないかと危惧しています。

また、コロナの影響により生活が苦しくなっ

た方が借りた生活福祉資金の貸付金の返済も令

和５年１月から始まり、返済に対して不安を抱

えている人も多いのではないかと思います。

そこで、相談業務の状況や支援体制も踏まえ

て、コロナ禍における生活に困窮するひとり親

家庭の現状について、福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 県と市で

は、各福祉事務所の母子・父子自立支援員を中

心に、ひとり親家庭からの相談対応を行ってお

りますが、新型コロナの影響による休業や、陽

性となった子供の看病のため、仕事を休まざる

を得ない等、様々な相談が寄せられており、ひ

とり親家庭の現状は、経済面や生活面で困難な

状況にあるものと認識しております。

このような中、県では、低所得の子育て世帯

への給付金や生活福祉資金特例貸付等により、

ひとり親家庭への支援を行っております。

なお、生活福祉資金特例貸付につきまして

は、今後、返済が始まりますが、返済にお困り

の方に対しましては、福祉事務所の相談窓口で

家計改善の相談等に応じていくこととしており

ます。引き続き、ひとり親家庭の支援をしっか

り行ってまいります。

○西村 賢議員 よろしくお願いいたします。

次に、行政改革の観点から２点伺います。

新型コロナウイルス対策を行う際に、日本の

行政のＩＣＴ化が遅れていた実態が明らかにな

りました。専門家から多くの指摘もありまし

た。

その中で、都道府県、あるいは市町村が活用

する行政ソフトの非効率性、高コスト問題も明

らかになってまいりました。特に行政ソフトに

おけるベンダーロックイン問題が、独占禁止法

への抵触も含めて問題視されています。ベン

ダーロックインとは、システム導入時の納入企

業が、その後も維持管理という既得権で継続し

て長期受注することで、維持コストの高コスト

化が問題となっています。

県行政でも、ＩＣＴシステムの導入が多岐の
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分野にわたり、提案企業側からの言い値ではな

く、適正な導入価格や維持コストへの対策にど

のように取り組んでいるのか、また、その取組

がコストカットにどの程度寄与しているのか

を、総合政策部次長に伺います。

○総合政策部次長（川北正文君） ベンダー

ロックインにつきましては、一般的には、導入

したシステムの独自の規格や機能により、改修

や更新の際に、他事業者が参入しづらいこと

や、保守費用の高止まり等の課題があると言わ

れております。こうした課題への対応を含め、

導入時のみならず、改修や更新までを見据えた

上で、システム調達を行うことが重要でありま

す。

このため県では、発注時の仕様書を汎用性の

高いものにするためのガイドラインを整備する

とともに、ＩＴ企業勤務経験のある任期付職員

を採用し、各システムの発注方法や構成、見積

内容等について、専門的な視点で確認・点検を

行い、適正化を図っております。

このような取組により、令和３年度におきま

しては、当初の予定額から年間約２億3,000万円

の費用が削減されたところであります。

○西村 賢議員 次に、新電力導入について伺

います。

2016年、電力自由化されて以来、少しでも行

政コストを下げるべく、県施設や学校施設など

で電力を入札して、コスト縮減を実現してきま

した。しかし、近年の石油価格高騰やウクライ

ナ情勢の悪化により、多くの新電力会社は売値

より高値での電力購入を強いられ、電力自由化

以来誕生した700社近い新電力会社のうち100社

程度が、倒産あるいは自主廃業に追い込まれて

います。

報道で御存じのとおり、日向市では、市内小

中学校16施設で電力の供給を受けていた新電力

会社が４月末で事業を撤退した影響があり、同

施設の電気料金が最大で当初予算の約２倍まで

膨らむ可能性があると発表いたしました。

電力供給を維持するための最終保障供給制度

では、九電から通常料金の２割増しで電力供給

を受けることになります。今年度の同施設にお

ける電気代の当初予算は3,300万円でありました

が、今年度末まで同制度を利用した場合、試算

では新たに3,870万円が必要になるとのことで

す。

新電力の導入を否定しているわけではありま

せんが、安く上げるつもりが、２倍以上ものコ

スト増になっていることは、住民に説明責任を

果たす義務があると考えます。

宮崎県の新電力導入の状況はどうなのか、ま

た、現在の入札状況と併せて、総務部長に伺い

ます。

○総務部長（渡辺善敬君） 県におきまして

は、現在、教育委員会、県警を含め、おおむね

庁舎ごとに128件の電気需給契約を昨年10月から

今年９月までの期間で締結しておりますが、こ

のうち15件をいわゆる新電力会社と契約してお

ります。

次に、今年度の入札の状況につきましては、

今年10月から１年間分の入札を８月に実施した

ところ、全施設において、応札者が全くいない

入札不調となっております。

○西村 賢議員 不調ということで、新電力と

契約した県の施設は、今後どのような契約を電

力会社と行うのか。また、これまでと負担がど

う変わっていくのかを、総務部長に伺います。

○総務部長（渡辺善敬君） 今回の入札不調を

受けまして、10月以降の電力調達については、

現在、新電力会社と契約している施設も含め、
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次の２つのプランいずれかで契約を締結する必

要があります。

１つ目が、電力の供給先がない場合に、九州

電力送配電株式会社が最終的な供給の義務を負

う「最終保障供給」、２つ目が、九州電力送配

電株式会社の新プランで、30分刻みで料金が変

動する「市場連動型プラン」です。

いずれのプランも現在より割高ですが、両者

を比較して、過去の電力の使用実績からより低

い額になると見込まれる「市場連動型プラン」

での契約を、法令の手続に基づき随意契約で締

結する予定です。

現在、九州電力では、料金単価が固定の標準

メニューの早期再開に向けて検討していると

伺っておりますので、このような動きも注視

し、引き続き、少しでも安い額で契約ができな

いか検討してまいります。

○西村 賢議員 次の質問に移ります。人口流

出をどう食い止めるか。現在、優秀な人材を確

保したい大企業が新卒初任給を大幅に増やす、

または賞与を上積みして人材流出を防ぐという

ニュースが報じられました。

企業名は出しませんが、大卒初任給を22万円

から42万円にする企業や、賞与を30万円上乗せ

した企業もありました。これまでとの桁違いの

報酬や条件を出し、人材確保に努めています。

大企業の少ない宮崎県や地方にとっては、さら

なる人材流出につながりかねません。

また、都市政策でいえば、福岡市では「天神

ビッグバン」と呼ばれる都市計画が実行され、

特区制度により、ビルの高さ規制の緩和で高層

ビル建築が進んでいます。

また、東京都をはじめ、全国の地方都市の一

部では、都市再生特別地区を設け、建築物の法

定以上の容積率緩和を実施するなど、都市部に

ますます人が集まる施策が進んでいます。

国も大都市部への人口集中は問題視しつつ

も、一方では規制緩和を進めているやり方には

矛盾を感じます。

一方で、私にとって衝撃でしたが、2021年総

務省消費者物価地域差指数によれば、宮崎県の

家賃などの住居費は、全国平均を100とした場合

に90.8ポイントで、熊本県、長崎県に次いで九

州管内で３番目に高く、全国47都道府県で22番

目の高さでありました。物価が安いことで知ら

れる本県の家賃などの住居費が、実は安くはな

かったということになります。

宮崎県の土地取引価格は安いのに、鹿児島や

福岡県よりも住居費が高い、その一因は、都市

計画法で定める容積率が低く、建築面積当たり

のコストが高いことにあるのではないか、ま

た、実情に合わない市街化区域と調整区域を区

分する、いわゆる線引きなどの土地利用の規制

が一因ではないかと考えます。

本県の将来人口減少を少しでも食い止めてい

くためにも、県北地域においては、昭和の高度

成長期に設定された日向延岡新産業都市計画区

域における線引き区域を廃止することも、十分

に現実的ではないかと思います。

都城・三股地区では、既に線引きが廃止さ

れ、企業誘致や人口減少を食い止めている印象

が私の中ではありますが、この件について、県

土整備部長の考えを伺います。

○県土整備部長（西田員敏君） 都市計画区域

における線引きにつきましては、都市計画法に

基づき、都市の現況と将来の見通しを把握する

ために、おおむね５年ごとに行う「都市計画に

関する基礎調査」の結果や関係市町村の意見を

踏まえ、県の都市計画審議会での審議を経て、

国の同意を得た上で定めることとされておりま
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す。

線引きを廃止しますと、これまで市街化を抑

制していた区域における無秩序な開発や、市街

地の空洞化が懸念されることから、慎重に判断

する必要があります。

議員御質問の日向延岡新産業都市計画区域に

おきましては、最新の基礎調査の結果や、関係

する２市１町の意向も踏まえ、当面、線引きを

継続すべきと考えております。

今後とも、地域の実情等を十分に勘案し、市

や町と連携・調整を図りながら、適切に対応し

てまいります。

○西村 賢議員 また、先ほど申し上げたとお

り、全国の都市部では、都市再生特別地区を設

け、建築物の法定以上の容積率緩和を実施して

います。本県では、そもそも容積率を法定上限

まで使っていないケースも多いと聞きました。

住宅建築可能な用途地域の容積率を緩和する

ことも検討する必要があると思いますが、その

点について、県土整備部長の考えを伺います。

○県土整備部長（西田員敏君） 建築物の容積

率につきましては、建築基準法に定められた範

囲内で、市町村が用途地域と併せて設定するも

のであり、国が示す都市計画運用指針では、市

街地における建築物の密度や高さ、敷地の状

況、道路の整備状況等を勘案して、適切に定め

ることとされております。

容積率につきましては、法律の範囲内で緩和

することは可能ですが、当該地域のみならず、

周辺地域の土地利用や環境などにも影響を及ぼ

すものであることから、慎重に議論を重ねる必

要があると考えております。

県といたしましては、今後とも、地域の実情

に応じた適切な土地利用が図られるよう、関係

市町に対して助言を行ってまいります。

○西村 賢議員 この手の質問をしますと、国

や県は、人口が増えれば市街地拡大などの開発

を認めると言いますが、実際は、開発できない

から企業も増えない、家も建てられない、家賃

も高い、人も残れないのではないかと私は思い

ます。人口減少に苦しむ地域こそ、実は規制緩

和を進めるべきであると私は考えます。

知事には、この質問で申し上げたこと、問題

点、矛盾点があれば、ぜひ知事会等を通じて国

に訴えていただきたいと要望申し上げます。お

願いいたします。

次に、インバウンド、観光振興について伺い

ます。

インバウンドの再開に向け、政府は、外国人

観光客の入国制限を２万人から５万人へと緩和

し、また、コロナ検査等も緩和して、少しずつ

外国人観光客が戻りつつあります。

県内にも、これまで外国人観光客をターゲッ

トにしてきた飲食店やホテル・旅館、またゴル

フ場などもあり、早期の海外誘客を望む声が高

まっていますが、現在、国内では比較的大きな

空港や過去実績のあった空港のみが受入れを再

開しています。

宮崎空港発着の海外航空路線の再開はいつに

なるのか、国や航空会社、旅行会社への働きか

けの状況はどうか、総合政策部次長に伺いま

す。

○総合政策部次長（川北正文君） 地方空港に

おける国際線の再開は、国において決定される

こととなっており、コロナ前の入国者数が多

かった空港から順次再開されている状況にあり

ますが、現時点において、宮崎空港の再開時期

については示されておりません。

このような中、県におきましては、ソウル線

及び台北線を運航する航空会社への要望活動を
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はじめ、韓国の旅行会社等を直接訪問するな

ど、路線再開に向けた働きかけを行っていると

ころであり、航空会社からも、宮崎空港での受

入れ体制が整い次第、運航したいとの意向を

伺っております。

本県にとりまして、国際線は、観光をはじめ

とする交流拡大や県内経済の発展に大きな役割

を果たしていることから、宮崎空港の国際線の

一日も早い再開に向けて、国への要望を行うな

ど、積極的に取り組んでまいります。

○西村 賢議員 もし再開となった場合のＣＩ

Ｑ体制及び入国者の新型コロナ検査体制は、受

入れ再開決定後は速やかに対応できるのかを、

総合政策部次長に伺います。

○総合政策部次長（川北正文君） 国際線が再

開された際のＣＩＱ体制につきましては、関係

機関を訪問し、情報収集に努めているところで

すが、福岡検疫所宮崎空港出張所によります

と、再開している空港では、入国時の検疫手続

において、ワクチン接種証明や健康状態の確認

などに多くの人員が必要となっており、宮崎空

港の場合も同様に、人員確保が課題であると

伺っております。

また、入国者への新型コロナの検査体制につ

きましては、国の指導に従って、空港内での検

査スペースや動線の確保などが必要になると

伺っております。

県といたしましては、このような情報を基

に、ＣＩＱを所管する関係機関や宮崎空港ビル

などと連携し、必要な受入れ体制の確保に向け

た準備を進めてまいります。

○西村 賢議員 長期のコロナ禍で観光産業は

冷え込み、宿泊業、飲食業、お土産屋さん、バ

ス・タクシーなど様々な産業に影響がありまし

た。県の支援策の中でも特に効果的であったの

が、ジモ・ミヤ・タビキャンペーンではないか

と思います。

宿泊費割引などのお得感があり、遠出せずに

手軽に県内ホテルを利用した方も多いのではな

いかと思いますが、まず、このジモ・ミヤ・タ

ビキャンペーンの県内経済効果はどの程度ある

のかを、商工観光労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（横山浩文君） 昨年６月

から実施しておりますジモ・ミヤ・タビキャン

ペーンにつきましては、昨年度末までの利用実

績は、宿泊割引が約50万6,000人、日帰り旅行割

引が約３万6,000人となっております。特に昨

年11月と12月には、宿泊の稼働状況を表す指数

が全国１位となり、コロナ禍で厳しい状況にあ

る県内観光の需要回復と観光産業の下支えにつ

ながったものと考えております。

また、旅行会社や宿泊施設などを通じてキャ

ンペーンを利用した県民や隣県等の方々から、

本県のよさを再認識したとの声が寄せられてお

り、今後の誘客促進にもつながっているのでは

ないかと考えております。

○西村 賢議員 ジモ・ミヤ・タビキャンペー

ンの利用が広がったことで、今後は、この宿泊

割引などが終了した後に、宿泊客の減少などの

反動も心配されます。その対策はどうなってい

るのかを、商工観光労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（横山浩文君） ジモ・ミ

ヤ・タビキャンペーンは、国の補助事業であり

ます県民割支援を活用しながら、９月30日の宿

泊分まで実施することとしておりますが、国で

は、県民割支援の終了後、観光需要が大きく落

ち込まないよう、全国を対象とした旅行需要喚

起策「全国旅行支援」を新たに開始し、割引率

を段階的に引き下げるソフトランディング措置

を講じる方針を示しております。
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このため、県としましては、国の動向や新型

コロナの感染状況を見極めながら、全国旅行支

援を活用するとともに、本県の強みを生かした

誘客対策にしっかりと取り組むことにより、ジ

モ・ミヤ・タビキャンペーン終了後の旅行需要

の喚起を図ってまいります。

○西村 賢議員 また、今さらではありますけ

れども、現在、九州内に利用拡大されているジ

モ・ミヤ・タビキャンペーンでありますが、こ

のエリアに沖縄県が入らないのか、商工観光労

働部長に伺います。

○商工観光労働部長（横山浩文君） ジモ・ミ

ヤ・タビキャンペーンは、国の補助事業を活用

して実施しており、キャンペーンの対象範囲を

拡大するためには、各県が相互に同意すること

とされております。

沖縄県では、新型コロナの感染状況を踏まえ

まして、キャンペーンの対象を沖縄県民に限定

して実施しており、現時点では、九州各県に拡

大しない方針でありますことから、本県のジモ

・ミヤ・タビキャンペーンにつきましても、九

州の他県と同様、沖縄県は対象外としていると

ころでございます。

○西村 賢議員 次の質問に移ります。

コロナ禍以前からペットブームはありました

が、さらにこのコロナ禍で、ペットを飼う人が

増えたということも聞きました。ペットを家族

の一員として旅行やアウトドアに連れ出す人も

増えています。

今年就航した宮崎カーフェリーの新船でも、

ペットと一緒に泊まれる部屋やペットが預けら

れるスペース、ミニドッグランも設けられ、海

を渡り、共に旅ができるようになっています。

そこで、最近では、私のところでも、「宮崎

でペットと泊まれるホテルが少ない」「ペット

と同伴できるカフェやレストランが少ない」と

いう声を聞くことが増えました。旅行雑誌や

ネット検索でも、宮崎県内ではペット同伴に対

応しているホテル数も少なく、カフェ・レスト

ランなども少ない状況です。

担当課に聞きますと、レストラン等では衛生

基準はあるものの、ホテル・旅館に関しては特

段の規制はないということで、経営者の方針次

第とも言えますが、今、ホテルや旅館、また外

食産業の方々は、投資する余力がない方も多い

のではないかと思います。

ペットと泊まれるホテル・旅館の増加、また

ペット同伴できるカフェやレストランの増加

は、本県の観光産業の裾野を広げて、新たな誘

客につながるのではないかと思いますが、県の

支援策は考えられないのか、商工観光労働部長

に考えを伺います。

○商工観光労働部長（横山浩文君） コロナ禍

におきまして、犬や猫の新規飼育頭数が増加傾

向にある中で、愛犬家の多くがペット連れの旅

行に強い意欲を示すなど、ペット同伴の観光に

対するニーズは高まっていると考えておりま

す。

一方で、ペット同伴の観光客を受け入れるた

めには、宿泊施設はもとより、食事や休憩、移

動等の様々な場面において、設備や衛生面への

対応、ペットが苦手な方への配慮など課題も多

いことから、現在、県内で受入れ可能な施設は

限定的なものになっていると考えております。

このようなことから、県といたしましては、

ペット同伴の観光の推進につきまして、今後、

宿泊事業者をはじめとする観光関係事業者や市

町村との意見交換を行うなどにより、どのよう

な支援が必要なのかを含め検討してまいりま

す。
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○西村 賢議員 次に、教育関連について質問

いたします。

近年、ＳＮＳ等を通じて投資詐欺の被害者に

なる若者が急増しています。ＳＮＳには、多く

の「副業で投資活動」や「副業で収入アップ」

など違法すれすれのグレー広告があふれ、ま

た、ＳＮＳのダイレクトメッセージ機能を使っ

て勧誘され、大人でも投資詐欺や犯罪に巻き込

まれる事例もあり、中には消費生活センターの

ような相談機関に相談しても解決できず自殺に

至るケースなどが報道されています。

そこで、将来のある若者たちに、そのような

投資詐欺などの被害に遭わないよう金融リテラ

シーに対する理解力を若い時期に持たせること

が必要であると考えます。

ボランティアで金融教育を行っているファイ

ナンシャルプランナーに伺ったところ、大人で

も都会のマンション投資など、住んだこともな

い土地の物件投資を簡単に契約しているケース

もあり、相談を受けたときに、そんなうまいも

うけ話があるわけないと首をかしげることも多

いとのこと。さらには、教育現場にはそのよう

な金融知識を豊富に持つ人材が少なく、教育現

場としても金融教育自体、導入に戸惑っている

のが現実であるとのことを聞きました。

このように、大人でも判断が難しいわけです

が、本県の中学生、高校生向けの金融教育の現

状と教育長の認識について伺います。

○教育長（黒木淳一郎君） 金融に関する教育

につきましては、成年年齢が18歳に引き下げら

れ、これまで以上に若者が詐欺等の被害者にも

加害者にもなることが想定される中、より早い

段階から実践的な教育を行うことが重要である

と認識しております。

現在、中学校では、家庭科や社会科におきま

して、消費者被害の実例や消費者保護の仕組み

など、基礎的な学習をしております。また、高

等学校では、金融の仕組みや契約の意義、家計

管理や生活設計も含めまして、適切な判断力や

行動力を身につけられるような学習に取り組ん

でおります。

今後は、家庭や外部の専門機関との連携を深

めるとともに、教員の課題を把握し、資質を向

上させる研修の充実を図るなど、金融に関する

教育をより一層推進してまいります。

○西村 賢議員 若者がこういった犯罪に巻き

込まれるケースというのは非常に心苦しいもの

もありますし、また、警察当局の御協力も必要

かと思います。本県の子供たちをしっかりと

守っていけるような教育の充実をよろしくお願

いいたします。

次に、「国際バカロレア教育プログラム」を

御存じでしょうか。世界基準・世界共通の教育

システムで、日本では、令和３年に閣議決定さ

れた「成長戦略2021」において、国内における

国際バカロレア認定校を2022年度までに200校以

上にすることを目標としています。

現在、国内でも、この国際バカロレア教育プ

ログラムを実施している小・中・高等学校、イ

ンターナショナルスクールは増加しており、現

在177校が認定されています。広島県や高知県な

どでは、公立学校で導入されている県もありま

す。

私は、広島県にある私立の英数学館小学校と

高等学校を訪問させていただきました。じか

に、その授業の様子やバカロレア教育について

のレクチャーをいただきました。

小学１年生から、授業は英語と日本語で半々

の授業。学年が進むごとに、ほぼ英語の授業へ

とシフトしていきます。授業内容は、先生が正

令和４年９月９日(金)

- 157 -



解を教えるのではなく、生徒自らが考え出し答

えを見つける指導がなされ、個人個人が様々な

考え方や意見があることを感じ取り、多種多様

な考え方を子供たちが理解していきます。

高校卒業時に当たる年齢で、バカロレア共通

試験での点数によって大学に進学することがで

き、現在、日本の国立大学でもバカロレア入学

が広がっています。また、同様に世界中の大学

に進学することもできます。

英語で授業ができる教諭の確保やバカロレア

認定を受ける費用、維持コストなど課題も多く

ありますが、これからの宮崎県の子供たちに選

択肢を増やしていくためにも、このチャレンジ

は必要だと思います。

本県の県立高等学校への国際バカロレア認定

校設置について、教育長の考えをお伺いしま

す。

○教育長（黒木淳一郎君） 国際バカロレアの

教育プログラムは、課題発見・課題解決能力や

論理的思考力、コミュニケーション能力等の習

得に資する内容となっていることから、県教育

委員会では、これまでも、認定校の取組の視察

やカリキュラムの研究を行ってまいりました。

一方で、国際的な視野を持ち、グローバルに

活躍できる人材を育成する観点から、国際バカ

ロレアの認定校となるための審査要件も非常に

厳しく、専門的指導者の養成や施設整備等の課

題、学習プログラムの特殊性や、卒業後の進路

が限定される等の問題点もあることから、現在

のところ設置にまでは至っておりません。

しかしながら、価値のある取組であることか

ら、今後とも情報収集を行ってまいります。

○西村 賢議員 広島県では、河野知事もよく

御存じでしょう、湯﨑知事の熱い思いで国際バ

カロレア認定校の公立校が誕生したと聞きまし

た。困難はあるでしょうが、トップのやる気で

実現できると思います。

宮崎を担う子供たちのため、河野知事、黒木

教育長には、実現を諦めずにお願いしたいと思

います。

次に、吹奏楽部や合唱部など音楽系の部活動

に対しての質問を行います。

娘が合唱部で活動しているために、初めて県

の合唱コンクールというものを見に行きまし

た。その際に、出場する学校の地域バランスが

偏っていることを感じました。吹奏楽部や合唱

部は、いわばチーム編成が必要であり、複数の

生徒が必要になります。地域に偏りがあること

は、生徒の選択肢を狭め、大会出場の可能性も

失います。

このことにつきまして、かねてより問題視し

ている県北の音楽関係者の方々に話を伺いまし

た。その理由に、「音楽の専門課程を出た指導

力のある音楽教諭が少なく、偏っているのでは

ないか」「子供たちが、学校カリキュラムの影

響などで、生演奏を聴く機会が少なくなってい

る」などの意見を伺いました。

音楽は、音楽教室などで一人でも習い始めら

れる部分もありますが、学生にとっては、部活

動を通して複数で練習し、一緒に取り組むこと

で心身ともに成長することに大きな意義がある

と考えます。

今回は、中学校の活動に絞って伺いたいと思

いますが、まずは、吹奏楽部、合唱部の地域偏

在について、教育長の認識を伺います。

○教育長（黒木淳一郎君） 県内の中学校にお

きましては、令和３年度は126校のうち吹奏楽部

は84校、合唱部は２校で部活動が実施されてお

ります。

県教育委員会といたしましては、近年の少子
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化による生徒数減少のため、特に小規模校の多

い地域におきまして、多くの人数を必要とする

吹奏楽部や合唱部などの設置や維持が困難な状

況にあると認識しております。

なお、合唱につきましては、授業や学校行事

など、日常的な教育活動の中で取り組まれてい

ることもあり、このことが、合唱部の数が少な

い要因の一つではないかと考えております。

○西村 賢議員 音楽の指導者が足りていない

との意見もありますが、中学校の音楽科教諭の

配置状況と近年の採用状況はどのようになって

いますか、教育長に伺います。

○教育長（黒木淳一郎君） 教員の採用につき

ましては、退職者数等を踏まえ、計画的な採用

に努めております。中学校音楽科教諭の採用数

につきましては、令和３年度に３名、４年度に

３名を採用し、令和５年度は５名程度の採用を

予定しているところであります。

教員の配置につきましては、学級数に応じた

国の配当基準に基づき、県内の各学校に配置し

ております。中学校音楽科教諭等につきまして

も、100名配置しておりまして、基準上配置でき

ない小規模校には、会計年度任用講師等で対応

しております。

県教育委員会といたしましては、今後とも引

き続き、音楽科教諭の人材確保と、全県的な適

正配置に取り組んでまいります。

○西村 賢議員 校内に指導者のいない学校や

少ない地域では、外部指導者に頼ることも必要

だと思いますが、音楽分野の外部指導者との協

力体制はどのようになっているのかを、教育長

に伺います。

○教育長（黒木淳一郎君） 現在、市町村の

ニーズに応じまして、吹奏楽部等へ部活動指導

員を５名配置しており、担当教員と連携しなが

ら、専門的な指導や大会への引率などの業務を

行っております。

その他の学校におきましては、外部指導者を

独自に協力依頼し、技術的な指導の支援を受け

ているところもございます。また、昨年度から

延岡市と連携し、モデル校におきまして、地域

人材を活用した文化部活動の在り方についての

実践研究を行っております。

県教育委員会といたしましては、その成果等

を生かして、今後、市町村と連携を図りなが

ら、地域からの協力体制の構築に向けて、指導

者の確保等の課題に取り組んでまいります。

○西村 賢議員 これを受けまして、知事に質

問をいたします。本県は、国内外からすばらし

い演奏家を招く宮崎国際音楽祭をはじめ、様々

な音楽イベントがありますが、県民の音楽への

関心は、当然ながら濃淡あります。音楽関係者

からは、「関心の薄い家庭の子供たちでも音楽

に触れられる機会の創出にもっと力を入れてほ

しい」との声も上がっています。

幼い頃から音楽や芸術に触れることは、人が

生きていく上でも、その子の成長や可能性を広

げるためにも重要なことだと考えますが、地域

によっては音楽の指導者が少なく、本物の音楽

に出会える演奏会などの機会が少ない地域も多

いです。

知事は、音楽や芸術に関心が高いことは承知

していますが、本県全域の子供たちが音楽に親

しみ、本物の音楽に触れ合える機会の環境づく

りについてどのように考えているのかを伺いま

す。

○知事（河野俊嗣君） 文化は、人々に感動を

もたらして、互いに理解し、尊重し合う心を育

むものでありまして、様々なものを吸収して、

どんどん伸びていく子供たちに、音楽をはじめ
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とする文化に触れる機会を提供し、その活動を

支援することは、豊かな感性と創造性を育てる

上でも大変重要であると認識しております。

県議のお子様がハープを演奏される様子、大

変すばらしいことだなと思っておりましたし、

自分自身のことを振り返っても、子供の頃、ピ

アノとチェロを少し習ったこともありますし、

小学校の頃は少年合唱団にいて、また、小学校

自体が上級生がトランペット鼓隊をやる学校で

したので、私自身はトランペットを少しやって

おりました。やっぱりそういう体験が、音楽に

対する感性のみならず、人生の肥やしになって

いるなということを改めて感じております。

宮崎国際音楽祭におきましても、育てるとい

うことを重視しておりまして、県内全域から小

学生を無料で招待する「子どものための音楽

会」を実施しております。

また、オーケストラ公演におきます親子割の

設定や、学校や保育園などの身近な場所で生の

演奏に触れていただく音楽アウトリーチ事業な

どにも取り組んでいるところであります。

学校教育という面におきましても、国や民間

団体等が主催する様々な事業を活用しながら、

オーケストラや和楽器、声楽などを鑑賞した

り、その中で子供たちが実際に楽器に触れる体

験をしたりするなど、様々な形で芸術鑑賞に取

り組んでおります。

今後とも、市町村や文化団体等と連携しなが

ら、誰もが音楽をはじめとした文化に触れ親し

むことができる環境づくりに努めてまいりま

す。

○西村 賢議員 次に移ります。2027年に本県

開催予定の国スポ・障スポ施設の建設が、県内

複数箇所で始まっています。本県の国民スポー

ツ大会・障がい者スポーツ大会の成功を目指す

ことは当然であり、そのことに水を差すわけで

はありませんが、国スポ後の施設の維持管理を

誰がどう負担していくのか、非常に心配になる

ところです。

今、建設中のシーガイアの屋外型トレーニン

グセンターの整備に向けて、常任委員会でも建

設や維持費などについて議論がなされ、執行部

からも収支計画等を伺いました。土地は無償貸

与されているのに、これほど赤字補塡をしなけ

ればならないのかと思いました。年月がたて

ば、また修繕費などもかさんでくるでしょう。

日向市では、新体育館建設に向け、市民の関

心は高く、建設に向けての世論は二分していま

す。県は直接住民がいませんから、この議会で

県民の代表として質問を申し上げますが、公共

スポーツ施設の黒字化は非常に難しいことだと

しても、赤字分をどのように補っていくのか。

本県の10年先20年先の人口動態や進展する少子

高齢化を前提にしているのか。他の分野での経

済効果ももちろん大事でありますが、そのビ

ジョンがなければ、多額の後年度負担を次の世

代に押しつけてしまうことになります。

今、執行部席に座っておられる県幹部の皆さ

んのほとんどは、数年先には県庁を退職して、

責任を問われることはないでしょうが、だから

こそ、今の時点で、県内各地のスポーツ施設の

必要性と後年の維持管理負担の責任を明確にし

なければならないと思います。

国スポ後の維持管理について、コスト面も含

めてどう考えているのかを、教育長に伺いま

す。

○教育長（黒木淳一郎君） 県のスポーツ施設

につきましては、令和９年度に本県で開催され

ます国スポ・障スポに向けまして整備が進んで

おり、議員御指摘のとおり、今後の維持管理費
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用は増加するものと考えております。

そのため、県教育委員会といたしましては、

指定管理者と緊密に連携しながら施設の利用促

進を図り、利用料金収入を安定的に確保すると

ともに、競技団体や関係機関の御意見を伺いな

がら、現有施設の取扱いについても検討を進

め、可能な限り、県の負担抑制に努めてまいり

ます。

さらに、ネーミングライツの導入など、新た

な歳入の確保につきましても積極的に取り組

み、施設を安定的に運営してまいりたいと考え

ております。

○西村 賢議員 これは、黒字化というのは非

常に難しいことであると思いますが、どの程度

の赤字が出て、それをどの程度経済効果で賄

う、もしくは維持経費をどれだけ抑えていくか

ということを、しっかりと今の時点でビジョン

をつくっていかなければ、少子高齢化が進み、

人口減少が進んでいけば、恐らく、各地の使わ

なくなったスポーツ施設は本当に増えていくと

思います。

特に国体で盛り上がっていくこの数年間の間

に、そのこともしっかりと議論を尽くしていた

だきたいと思います。要望しておきます。

次に、警察本部長に伺います。

今年の６月末、宮崎市のデパート前交差点で

のバイクの危険運転で逮捕されたニュースは、

大きく報じられました。ＳＮＳなどで拡散さ

れ、多くのやじ馬が集まりましたが、幸いにし

て大きな事故につながらなかったことはよかっ

たと思います。

このような二輪車の暴走行為、危険行為、迷

惑行為は、宮崎市内の繁華街に限らず、日向市

内でも農村部に至るまで、不快な騒音に迷惑を

被っている方々は多く、自動車ドライバーや歩

行者には危険かつ脅威でもあり、日向市民から

も対応の声が上がっています。

報道によれば、年間150件もの苦情が寄せられ

ているとのことですが、このような二輪車等の

暴走行為、危険行為、迷惑行為に対して、警察

はどのように対処しているのかを、本部長に伺

います。

○警察本部長（山本将之君） 二輪車等により

ます蛇行運転、あるいは信号無視などを繰り返

す悪質で危険な暴走行為につきましては、道路

交通法の共同危険行為等により徹底検挙すると

ともに、騒音運転や整備不良などにつきまして

も、積極的に指導・取締りを推進しておりま

す。

特に、土日や夜間におけるイベント開催時、

あるいは年末年始など、二輪車等による暴走行

為が懸念される際には、所要の体制を構築して

対策を強化しております。

また、検挙した違反者に対して、継続的な指

導を行うとともに、運転免許の取消しや停止等

の処分を行うほか、違法改造車両については、

運輸支局と連携して整備命令を課すなど、再発

防止にも努めているところであります。

○西村 賢議員 昼夜を問わず、騒音などで非

常に迷惑を被っている住民も多く、これは聞い

た話ですけれども、騒音を出す、危険運転をす

る若い二輪車に乗っている人たちも、自分の地

元ではやらないそうです。隣町に行ったり、人

が集まるようなところまでわざわざ出かけて

いってやるということを聞きました。本当にい

い迷惑だと思いますし、ぜひ、本部長が替わっ

たから騒音が減ったとか、なくなったとか言わ

れるように取り組んでいただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

次に、細島港の振興について伺います。
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細島港の南海トラフ津波対策として、現在、

旭化成日向ハイポア工場では、工場の周囲に一

周ぐるっと壁を造り、津波浸水対策を行ってお

ります。4.8メートルぐらいの壁を周囲に張り巡

らせております。

旭化成に伺ったところ、周辺住民も合わせた

人命救助、化学薬品等の流出防止、製品の供給

責任を果たす役割から、マグニチュード８を想

定して、３年をかけて工事を行っているとのこ

とでした。

民間企業がこれほど津波浸水対策に力を入れ

る中で、細島地区に進出している国の出先機

関、県の出先機関等を１か所にまとめた防災対

応庁舎を造り、いざ地震や津波の際でも安全確

保の後、復旧・復興の陣頭指揮を迅速に行える

ような庁舎の設置は必要ではないかと考えます

が、防災合同庁舎について県の検討状況はどう

か、総務部長に伺います。

○総務部長（渡辺善敬君） 県では、老朽化し

た施設の更新に関しましては、エリアマネジメ

ントの観点から、地域における施設の最適利用

を推進することとしておりまして、更新時期を

迎えた国や県の庁舎の集約化を図りつつ、地震

や津波の際における復旧・復興の拠点となる施

設を整備することは、有力な選択肢の一つであ

ると認識しております。

現在、国、県、日向市で構成する「日向市に

おける国公有財産の最適利用推進検討会」にお

きまして、適地調査や庁舎の在り方などの検討

を進めているところであり、引き続き、国や市

と連携してまいります。

○西村 賢議員 次に、本県の水素スマートコ

ミュニティ構想について伺います。

今、世界の自動車産業は、ガソリン内燃エン

ジンから電気モーター利用のＥＶへ、さらに長

期的に見れば水素エネルギーであると、世界の

先進国は、製造・運搬・貯蓄技術の研さんを

競っているところです。

日本でも、トヨタがガソリン代わりに水素内

燃エンジン技術を四輪で、川崎重工が二輪で確

立し、大いに期待を寄せているところでありま

す。

そのような水素活用が世界中で叫ばれる中、

本県でも平成30年１月に、「みやざき水素ス

マートコミュニティ構想」を発表しています。

構想には、水素ステーション設置などの計画策

定なども書かれていますが、４年を経過し、水

素社会に向けた本県の現実的な取組の内容につ

いて、総合政策部次長に伺います。

○総合政策部次長（川北正文君） みやざき水

素スマートコミュニティ構想では、再生可能エ

ネルギーを最大限利用する水素社会の実現を目

指し、水素に関する県民への啓発や、太陽光を

利用した水素製造など、本県の豊かな資源を生

かした研究を支援しているところであります。

この中では、宮崎大学において、より低コス

トな水素製造装置の開発や、水素と二酸化炭素

からメタンを効率的に合成する手法の確立な

ど、実用化に向けた具体的な研究も進められて

おります。

水素の本格的な利用には、コストをはじめ多

くの課題がありますが、引き続き、大学や産業

界と連携を図りながら、将来を見据えた取組を

進めてまいります。

○西村 賢議員 政府は、現在、神戸港にしか

設置されていない、輸送液化水素を抜き取り貯

蔵する施設を、国内の港湾に複数整備する方針

であることを打ち出しました。

このような施設ができればいいなと思います

が、この政府発表に対して、県の認識はどう
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か、総合政策部次長に伺います。

○総合政策部次長（川北正文君） 国は、水素

について、脱炭素化の重要なエネルギーの一つ

に位置づけており、発電や輸送、産業など幅広

い分野での研究や需要拡大に取り組んでいると

ころであります。

議員御紹介の水素受入れ港につきましては、

地域における水素の将来需要や、次世代エネル

ギーへの転換が期待される製油所や火力発電所

などの立地状況を踏まえ、複数整備する方向で

あるとされております。

本県における水素の需要拡大に向けては、現

在、利活用に関する啓発等に取り組んでいると

ころであり、普及拡大にはいましばらく時間を

要するものと考えておりますので、引き続き、

受入れ港の整備も含めた国の動きや企業の動向

を注視するなど、情報収集に努めてまいりま

す。

○西村 賢議員 ありがとうございます。しっ

かりと注視していただきますようにお願いいた

します。

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

○二見康之副議長 次は、川添博議員。

○川添 博議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。お疲れさまでございます。宮崎市選

出、自由民主党の川添博でございます。

一般質問の機会を与えていただき、県民の皆

様、そして県議会や執行部の皆様に感謝申し上

げます。また、本日は傍聴においでいただき、

感謝を申し上げます。

先日は、会派の視察で青森県と秋田県庁に出

向きまして、子供の支援対策等について伺って

まいりました。

子供の貧困対策や様々な施策や事業が、宮崎

県を含めて３県ともほとんど同じような内容

で、さらに言葉の言い回しまで同じだったのに

は驚きました。それぞれの県が、国の補助率の

高い同じ事業を中心に行っているので、無理か

らぬところでございます。

３割自治と言われて、自主財源に乏しい県は

特に財源や権限を握っている国の事業に頼らざ

るを得ず、なかなか県の独自性を出しにくいこ

とを改めて感じたところです。執行部の皆さん

も嫌というほど感じていらっしゃると思いま

す。

知事は、「先人たちが築いてきたこの宮崎県

を、100年後を見据えて、より持続可能な社会と

して高めて、次世代に継承していきたい」と言

われました。ちなみに、人口減少社会の将来予

測でありますが、国土交通省の推計では、現在

の日本の人口約１億2,0 0 0万人は、80年後

の2,100年には約4,900万人になります。そし

て、宮崎県の現在の人口107万人は、80年後

の2,100年には何と約40万人になるとの推計が出

ております。

実際には、この推計よりもさらに前倒しで人

口が減少していくことが予想されます。知事が

言われる100年後を待たずして、80年後には県民

人口は半減してしまうわけです。

さらに高齢化率も高まる中で、いかに就業人

口を確保して人材を育成していくか、そして持

続可能な社会をつくっていくか、また、そう

いった取組を次世代に継承できるか、私たちは

重い課題を突きつけられております。

また、現在の政府の財源や権限、また、規制

などを大幅に地方に移譲するような抜本的な改

革、国の根幹から変革することが必要だと考え

ております。

地方税財政常任委員長であられる知事の手腕
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に、大いに期待をしています。従来の地方分権

から地方主権へ、憲法改正草案にも明記してい

ただきたいものであります。

そういった思いを込めまして、通告に従い質

問をさせていただきます。

まず初めに、知事の政治姿勢についてであり

ます。

４期目の出馬を表明された知事にとって、12

月の知事選挙まで残すところ、はや約３か月と

なりました。知事は対話と協働の姿勢で、県民

の命と暮らしを守るという覚悟で、宮崎再生の

ために全身全霊で取り組んでこられました。知

事として３期目も仕上げに入っていく中で、コ

ロナ後、本県をＶ字回復させ、着実な再生へ、

明るい未来を感じる道筋をより強く有権者に訴

えて、理解していただく必要があります。

流浪の旅を繰り返してきた元知事の方も出馬

されるやに聞いておりますので、厳しい戦いに

なろうかと思います。多くの県民にインパクト

のある言葉で、より強く訴える、より特化した

政策の主張も、私は必要ではないかと考えま

す。

選挙は政策を主張する場であり、その戦いで

あります。また、多くの県民も、知事にそれを

期待しているのではないでしょうか。次期知事

選に向けて特に強く訴えたい政策や思いを、知

事に伺います。

続きまして、もちろんたくさんの政策課題が

ある中で、私見ですが、宮崎は農業により特化

していくべきではないかと考えております。宮

崎の農業には、環境や食料安全保障、そして地

域の文化、またＩＣＴを生かした技術革新な

ど、世界に発信することができるほどの限りな

いポテンシャルがあることは言うまでもありま

せん。そして何より、先人たちの血と汗と涙で

築き上げられた宮崎の農業こそが、持続可能な

地域社会をつくり、次世代へ継承していくこと

ができると信じています。

来月、鹿児島県で開催される全国和牛能力共

進会は、本県畜産業にとっても最大のアピール

の場であると思っております。今回の大会で

は、「脂肪の質評価群」や「高校及び農業大学

校」といった出品区分も新設されたと聞いてお

ります。年々レベルも上がってきており、厳し

い戦いだとは思いますが、コロナや物価上昇な

ど、暗い話題が多い中、全共での活躍は明るい

話題になるのではないかと、大変期待をしてい

るところであります。

全共の３大会連続内閣総理大臣賞獲得に代表

されます肉用牛をはじめ、養豚、養鶏といった

本県の畜産業は、まさにこれまでの先人たちの

苦労の中で築き上げられたものであり、本県基

幹産業として大きく成長を遂げてきました。そ

の畜産業を今後、次世代にレベルアップした上

で継承していかなければならないと考えます。

そこで知事に、本県の畜産業への思いを伺い

ます。

続きまして、本県の農業産出額についてであ

ります。

激変する世界情勢、特に世界人口の爆発的な

増加やウクライナへのロシアの侵略戦争によ

り、食料品の高騰や食料不足といった食料安全

保障の問題に直面しております。

本県は、農業立県として、食料を全国各地に

安定的に持続可能な形で供給していく責任があ

り、そのためにも、農業産出額の増額と農家の

所得向上は喫緊の課題であり、より戦略的な政

策が不可欠であります。

本県の農業産出額は、令和２年で3,348億円と

全国第６位です。令和元年の第５位から落ちて
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しまいましたが、これを再び５位、そして４位

と、全国のより上位に上がっていくことが、本

県の農業のアピールにもつながっていくと考え

ます。

また、新規就農者や企業参入も着実に増加し

ておりますが、それ以上に高齢化が進み、やめ

ていく農家も多いのが現状であります。

農業における産業としての魅力をさらに高

め、農家数を維持するためには、農家所得の向

上が必要不可欠であります。そのためには、生

産の拡大のみならず、流通や販売、それぞれの

分野で政策を展開し、農業産出額の増加を農業

所得に着実に結びつけていくことが重要である

と考えます。

そこで、本県の農業算出額と農家所得の向上

に向けた今後の展開について、知事のお考えを

伺います。

以下の質問は質問者席にて行います。（拍

手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

まず、私が強く訴えたい政策と思いについて

であります。

本県を取り巻く社会経済情勢は、コロナ禍の

長期化や原油価格・物価高騰の影響によりまし

て、未曽有の難局に直面しております。このた

め、県民の皆様から次期県政を負託いただける

のであれば、次の４年間で、しっかりと宮崎再

生に取り組んでまいります。県民の力を一つに

して、この難局を克服し、元の成長軌道に戻

し、次のステージへと飛躍させ、夢と希望あふ

れる宮崎を実現させていきたい、そう強く感じ

ております。

そのため、何よりもまずは、今議会で提案し

ております宮崎再生基金を活用しながら、厳し

い環境にある現下の県民生活や経済活動の早急

かつ力強い復興を図るためのきめ細かい政策

を、機動的、継続的に展開してまいります。

その上で、本格的に進行しつつあります人口

減少の抑制に向けて、若者が学び、働き、子育

てしやすい環境づくりや、移住定住の促進、交

流人口の拡大に取り組みます。

特に、中山間地域におきましては、市町村等

と連携しながら、来年度中に地域公共交通計画

を策定し、地域交通網の維持・活性化を図るな

ど、地域住民が将来にわたり、住み慣れた場所

で安心して暮らせる環境づくりに取り組んでま

いります。

そして特に、議員も御指摘のとおり、本県の

強みを生かした活力ある未来づくり、これも大

変重要であると考えております。具体的には、

世界規模での食料安全保障問題が危惧される

中、全国有数の食料供給基地としての本県の役

割はますます重要になるものと考えておりま

す。農林水産業の成長産業化を図るとともに、

フードビジネスなど付加価値の高い産業を育

て、地域経済を支える力強い産業構造を築いて

まいります。

また、国スポ・障スポでの天皇杯獲得に向け

た競技力向上や、それを契機とした地域振興、

関連施設整備や、ＷＢＣ日本代表の事前合宿決

定等を追い風としたスポーツによる誘客など、

スポーツランド宮崎のさらなる発展に取り組む

ほか、今、コロナでブレーキがかかっておりま

すが、インバウンドも含めたグローバル戦略等

の展開、そして、ポストコロナを見据えた産業

の成長や、地域課題解決につながるデジタル化

の推進、ゼロカーボン社会へ向けた取組の加速

化を進めてまいります。

何としても県民の命と暮らしを守る、そし

令和４年９月９日(金)

- 165 -



て、明るく活力あふれる未来を切り開いていく

という強い気概と覚悟の上で、積極果敢に宮崎

再生に取り組み、しっかりと実績を残してまい

りたいと考えております。

次に、畜産業への思いについてであります。

本県の畜産業は、肉用牛や豚、ブロイラーの

頭羽数が全国の上位に位置し、県農業産出額の

約65％を占める本県を代表する基幹産業であり

ます。

平成22年の口蹄疫発生は、本県経済や県民生

活に甚大な影響を及ぼしましたが、関係者一体

となった再生復興に取り組み、飼養頭数は一定

程度回復をいたしました。

また、生産者をはじめ関係団体の並々ならぬ

努力により、全国和牛能力共進会では、３大会

連続で内閣総理大臣賞を獲得したところであり

ます。

このことにより、口蹄疫や相次ぐ自然災害で

打ち沈む県民の心に希望の光をともし、宮崎の

魅力発信、また海外に向けての知名度向上にも

大きく貢献したものと考えております。農業産

出額や県産牛肉の輸出量が過去最高を記録する

などの成果も現れてきております。

本県の畜産業は、まだまだ高いポテンシャル

を秘めていると、私は考えております。今後と

も、その力を最大限引き出し、持続可能な魅力

ある産業に発展させ、全国の畜産をリードする

トップランナーへとさらに躍進を図ってまいり

ます。

最後に、農業産出額と農家所得の向上につい

てであります。

本県が、今後とも我が国の食料供給基地とし

ての役割をしっかりと果たしていくためには、

本県農業が有するポテンシャルを十分に発揮し

ながら、農業産出額の増加と農家所得向上の両

立を図っていくことが重要と考えております。

このため、生産性向上や省力化に資するス

マート農業技術など、持続的な生産基盤を強化

することに加えまして、物流システムの高度化

と拠点の集約化などによりまして、物流の効率

化、供給機能の強化に努めてまいります。

これらに加えて、多様な消費者ニーズに対応

した高付加価値化を推進し、生産・流通・販売

対策が一体的となったサプライチェーンの最適

化も進めてまいります。

県としましては、引き続き、基幹産業である

農業の振興にしっかりと取り組み、我が国にお

ける食料供給基地としての地位をさらに高めて

まいります。以上であります。〔降壇〕

○川添 博議員 ありがとうございました。全

国を代表する農業立県として、農業産出額と農

家所得の向上は大変重要だと考えておりますの

で、ぜひともよろしくお願いいたします。

次に、高騰する生産コストの問題についてで

あります。

折しも、資材や肥料、また燃料の高騰が、農

家の収益を圧迫しております。ハウスの被覆ビ

ニール等の資材については、値上がり分への補

助事業が行われておりますが、一方、多くの農

家が使用し、作物の生育に欠かせない肥料につ

いても、価格高騰に対する支援策が必要だと考

えます。

そこで、肥料の価格高騰に対する取組状況に

ついて、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（久保昌広君） このたびの肥

料価格高騰を受け、国は、農業者が化学肥料の

使用量を２割削減することを要件に、肥料価格

上昇分の70％を補助する事業を７月末に措置し

たところです。

現在、県では、国の事業に係る情報収集や農
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業者等への周知を行うとともに、この事業の実

施主体となる県農業再生協議会が円滑に事業を

進められるよう、準備を進めております。

また、農業者の負担をより一層軽減するた

め、国の事業に合わせ、県として、さらに15％

の上乗せ補助を行う事業を今議会に提案してお

ります。

さらに、畜産農家と耕種農家が連携し、化学

肥料の代替となる堆肥の有効活用に向けた仕組

みづくりなどを進めているところであり、引き

続き、農業者の負担軽減にしっかり取り組んで

まいります。

○川添 博議員 ありがとうございます。肥料

などの農業資材の価格高騰は、農家の努力だけ

では対応し切れないレベルに達しており、食料

生産を拡大しなければならない状況の中で、大

変なブレーキがかかってしまうのではないかと

危惧しております。

地元の方からは、「就農希望者が、ハウス用

資材の価格上昇で、初期投資を回収できる事業

計画が立たず、就農の足かせになっている」と

の話を聞いておりますし、意欲を持っている農

家が規模拡大を思いとどまることを懸念してお

ります。

そこで、農業資材の価格高騰が続く中、農家

の規模拡大を後押しするための県の取組につい

て、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（久保昌広君） 農業資材等の

価格高騰などにより、厳しい農業経営が続いて

いる中で、今後とも本県の農業生産力を維持し

ていくためには、経営規模を拡大する意欲ある

農家を確保・育成していくことが非常に重要で

あると認識しております。

このため県では、農業経営の安定に向け、経

営コンサルによる指導や、税理士などの専門家

を派遣し、農家経営の発展段階に応じたサポー

トを行っているところです。

さらに、規模拡大に向けては、施設整備等に

対する融資制度や補助事業による支援を行って

いるほか、省力化や生産性向上に有効なスマー

ト農業技術の普及にも取り組んでいるところで

あります。

○川添 博議員 地方回帰の流れの中で、就農

される方も見られます。また、既存農家の増設

や増産により、当然、農業就業人口も増えて、

さらにその方々が独立して新規就農につながる

ケースもあるのではないかと考えます。引き続

き、前向きな取組をお願いいたします。

続きまして、児童虐待問題について質問いた

します。

先日は、県議会のこどもの未来応援対策特別

委員会で、県の中央児童相談所を視察させてい

ただきました。県の中央児童相談所は、戦後間

もない昭和22年６月に開設されました。その75

年の歴史は、まさに多くの悲惨な境遇の子供た

ちを保護し、命を救い、当たり前の住環境や教

育を取り戻させてきた歴史でもあります。

近年、児童相談所や地方自治体の相談窓口へ

の通報を含めた相談件数は大幅に増加してきて

おり、また一時保護の件数も大幅に増加して、

高止まりしている状況であります。

子供は宮崎の宝であり、人口減少社会の中

で、宮崎の未来を担うかけがえのない大切な人

材でもあります。何とか劣悪な家庭環境から子

供たちを救出し、命を救い、適切な衣食住や教

育の整った環境に戻すことが、県や県議会の使

命であると考えます。

そこで、児童相談所や市町村における児童虐

待相談の対応件数について、直近５年間の推移

を福祉保健部長に伺います。
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○福祉保健部長（重黒木 清君） 本県の児童

相談所における過去５年間の児童虐待相談対応

件数は、平成29年度の1,136件から、令和元年度

に過去最多の1,9 5 3件となり、令和３年度

も1,843件と高止まりしております。

また、市町村における相談対応件数は、平

成29年度の1,231件から、令和元年度に過去最多

の1,466件となり、令和３年度も1,383件と、同

様に高止まりしております。

○川添 博議員 ありがとうございます。児童

相談所は、一時保護の専門的な技術や広域的な

対応が必要な相談ケースに対応しております。

また、市町村は、子供や家庭の身近な場所で、

見守りや継続的な支援が必要なケースに対応す

るなど、適切に連携をしながら虐待防止に取り

組んでいるということでございます。

いずれにしましても、かなりの増加傾向であ

ります。連日、日夜激務に当たっていただいて

いる児童相談所や市町村の担当職員には、心か

ら敬意を表します。

そこで、児童相談所における一時保護の件数

の推移について、また、その後に児童養護施設

や里親等に移行した件数の直近５年間の推移に

ついて、福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 本県の児童

相談所における過去５年間の一時保護件数は、

令和元年度の600件をピークに、400件台で増減

を繰り返しております。

次に、一時保護をした後に児童養護施設や里

親等に移行した件数は、令和元年度の111件を

ピークに、60～80件台で増減を繰り返しており

ます。

○川添 博議員 ありがとうございます。児童

相談所が一時保護の対応をした件数、児童養護

施設等へ移行された件数もかなりの数に上って

おりますね。この間、政府も対応してきてお

り、厚生労働省から平成30年12月「児童虐待防

止対策体制総合強化プラン」の通達が出され、

児童相談所における児童福祉司や児童心理司等

の職員を増員するなど、児童虐待防止に向けた

全国的な体制強化を促しております。

本県も、国の基準に基づき、児童福祉司等の

職員の増員の対応をしてきたと思いますが、そ

の推移を福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 児童相談所

に配置している児童福祉司及び児童心理司につ

きましては、国が平成30年度に策定した児童虐

待防止対策体制総合強化プラン、いわゆる新プ

ランの配置基準に基づき、計画的に増員を進め

てまいりました。

この結果、新プラン開始前の平成30年度にお

ける児童福祉司は29名、児童心理司は12名であ

りましたが、新プランの最終年度である令和４

年度には、児童福祉司を63名、児童心理司を24

名配置し、国の配置基準に基づく体制強化を

図ったところであります。

○川添 博議員 ありがとうございます。頻繁

に報道される児童虐待の事案では、職員数を増

やしても、一時保護の判断は結局、児童相談所

の所長等に限られており、案件が多い分、判断

が遅れがちで、悲惨な事件につながっておりま

す。

特に、一時保護の判断を迅速で適切に行うた

めには、地域の幼稚園や保育園、また小中学

校、さらには病院やクリニックなどとの連携が

不可欠であります。それらと情報を共有してい

く必要があります。すなわち、児童の外見や態

度などに異常が見られるような場合は、児童相

談所に連絡が行くような体制強化が必要ではな

いでしょうか。より地域に近い市町村のほうが
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連携が取りやすいものと考えます。

せんだっては、宮崎市長が県庁を来訪され、

知事に対して、中核市である宮崎市が児童相談

所の新設を検討している旨の申出をされたと聞

いております。

他県では、児童相談所を設立した中核市は、

奈良市、明石市、また横須賀市などが既にござ

います。あくまで宮崎市が新設を決定しなけれ

ば進まないわけですが、検討や協議の段階か

ら、人員や経費の歳出など県の助言やサポート

も必要かと考えます。さらなる児童相談所の新

設に際しては、当然、県による、運営上のスキ

ルや人材育成等の協力支援が不可欠でありま

す。

宮崎市の児童相談所の設置に向けて、県は検

討段階から全面的に協力する用意があるのか、

知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 議員御指摘のとおり、

このテーマにつきましては、県と宮崎市の連携

会議を開催しましたときに、清山市長から提

案、要請があり、協議の結果、県と市がしっか

りと連携をして進めていこうと、そのような合

意に至ったところでございます。

宮崎市に児童相談所が設置されることで、宮

崎市民は、より身近な窓口で迅速な支援を受け

ることが可能になり、宮崎市においても、子育

て支援から要保護児童施策まで一貫した児童福

祉施策の実施が可能になるものと考えておりま

す。

一方で、児童福祉司等の専門職の確保・育成

や一時保護所の整備など、様々な課題もあると

ころであります。宮崎市は、今年度中に設置の

可否を判断することとしておりまして、県とし

ましては、今後、検討に必要な情報の提供や先

進市調査の共同実施など、諸課題の解決に向け

て、宮崎市との協議を進めることとしておりま

す。

その上で、宮崎市が児童相談所を設置する際

には、市職員の児童相談所での研修受入れや設

置後の専門職の派遣など、必要な支援を積極的

に行ってまいります。

○川添 博議員 前向きな御答弁、ありがとう

ございます。あくまで、悲惨な境遇にある子供

の視点で進めていただき、県と市の設立検討の

協議会など、積極的な取組を要望いたします。

続きまして、中小企業への金融支援の取組に

ついて質問いたします。

昭和24年に設立された県信用保証協会は、こ

の73年間、県内の事業の新規創業資金や経営危

機に瀕した企業への資金繰り支援など、県内の

多くの中小企業を支え、また地域金融を支えて

まいりました。

現在、新型コロナ禍の長期化に加えて、原油

・原材料の高騰により、運送業や飲食業をはじ

めとした関連業種の経営は極めて厳しい状況に

あります。その中で、新型コロナ関連融資を利

用している企業は、現時点で9,619社に上り、う

ち約860社に対して、返済猶予などの条件変更に

応じている状況と聞いております。

こうした経営危機に陥った中小企業への資金

繰り支援として、金融上の公的保証人となって

金融機関とのかけ橋となる信用保証協会の果た

す役割は、極めて大きいものと考えます。

そこで、直近３年間の信用保証協会の保証債

務残高の推移と、令和４年度の代位弁済の状況

について、商工観光労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（横山浩文君） 宮崎県信

用保証協会の令和元年度末時点での保証債務残

高の件数と金額は、１万3,766件の約833億円、

令和２年度末時点では、２万2,610件の約2,318
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億円、令和３年度末時点では、２万2,976件の

約2,193億円となっており、新型コロナ感染症関

連融資制度の創設以降、大幅に伸びている状況

でございます。

また、令和４年４月から８月までの代位弁済

の件数と金額は、45件の約４億円となっており

ます。

○川添 博議員 ありがとうございます。信用

保証協会の保証債務残高は、コロナ前の約830億

円から、現在約2,200億円と、何と実に約2.7倍

に膨れ上がっています。過去最高ですね。信用

保証協会の面目躍如の感があります。職員や関

係部局の皆様には敬意を表します。

また、今、部長の答弁にありましたとおり、

今年度に入っての代位弁済は45件、約４億円と

いうことであります。新型コロナに加え、原油

価格・物価高騰の影響など、経営環境がますま

す厳しさを増す中、今後、代位弁済がさらに増

加していくおそれがあります。厳しい経営環境

に直面する県内事業者の事業継続を支えるため

の金融支援が、より重要性を増してきており、

県融資制度においても、制度の充実が必要では

ないかと考えます。

そこで、中小企業にとって厳しい経営環境が

続く中、県融資制度におけるさらなる保証料補

助による、中小企業の負担の軽減を図ることは

できないか、商工観光労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（横山浩文君） 県融資制

度におきましては、事業者が負担する保証料

は、融資メニューによって異なりますが、全て

のメニューについて、県が保証料補助を行い、

事業者負担の軽減を図っているところでござい

ます。

例えば、今年７月から実施しております原油

・原材料高対策特別貸付では、影響が大きい事

業者には保証料をゼロとしており、既に50億円

以上の保証承諾を実施しております。

保証料補助の割合につきましては、融資メニ

ューの目的やその時々の社会情勢が中小企業に

与える影響の度合いなどを考慮の上、個別に定

めているところでございます。

今後とも、適時的確な金融支援に努め、依然

として厳しい経済環境下にある県内中小企業の

事業の継続や経営改善を、しっかりと支えてま

いります。

○川添 博議員 ありがとうございます。引き

続き、時代の変化に即応した融資制度の改良

と、中小企業の視点にも立った対応をお願いい

たします。

中小企業が倒産すると、経営者だけが失業す

るわけではありません。社員とその家族も路頭

に迷うことになります。場合によっては、失業

などにより、家庭不和や家庭崩壊につながりか

ねません。そして、子供たちが厳しい境遇に置

かれてしまうことも考えられます。地方銀行と

ともに、地域経済や地域社会も支えている県信

用保証協会であってほしいと願います。

さらに、新規の創業者を含めた、経営に真摯

に取り組む中小企業者への円滑な資金繰り支援

に際しては、担保や保証人といった保全面にこ

だわらず、事業計画の妥当性や将来性、経営者

の資質やビジョンなどを適切に評価した上で、

信用保証の承諾へつなげていっていただきたい

と考えます。これからも御尽力、よろしくお願

いいたします。

続きまして、防災対策であります。

南海トラフ地震の津波被害が想定されてお

り、本県にも多数の死者を含めた甚大な被害が

想定されます。１人でも多くの人命を救うため

に、日頃から防災・減災の意識を高めるために
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も、準備や啓発に取り組むことが、県や県議会

の使命であると考えます。

そこで、自主防災組織や自治会単位の毎年の

避難訓練の実施状況ですが、令和元年度で

は、2,095件の自主防災組織の中で、防災訓練は

延べ1,541回実施されており、令和２年度で

は、2,046の組織の中で、コロナ禍にもかかわら

ず、369回行われております。

さて、自主防災組織の構成員の一部は防災士

であります。この防災士は、現在、県内に何名

いるのか、また、日頃どういった活動をしてい

るのか、危機管理局長に伺います。

○危機管理局長（松野義直君） 日本防災士機

構に登録されている県内の防災士は、令和４年

５月末現在6,147名であります。

防災士は、例えば、学校のＰＴＡ活動におけ

る防災啓発、介護施設など事業所内での避難プ

ランの作成や訓練の実施、地域の防災リーダー

としての防災活動など、防災士となったそれぞ

れの目的に基づき、様々な活動をしておられま

す。

また、県内防災士の有志約900名で構成される

ＮＰＯ法人宮崎県防災士ネットワークは、学校

や地域からの要請に応じた出前講座の実施や、

市町村が選定した地区の防災計画の策定支援な

どの活動をしております。

○川添 博議員 次に、災害時の高齢者や体の

不自由な方々、いわゆる避難行動要支援者の避

難が重要と考えますが、災害時の避難におい

て、特に支援が必要な障がい者や高齢者等の避

難支援対策はどうなっているのか、危機管理局

長に伺います。

○危機管理局長（松野義直君） 東日本大震災

で被災した東北３県においては、障害者手帳保

有者の死亡率は、全体死亡率の約２倍に上り、

球磨川流域を中心に大きな被害を出した令和２

年７月豪雨においても、死者の約８割が高齢者

であるなど、避難行動要支援者が犠牲となる

ケースが多く見られました。

こうしたことを受け、令和３年５月に災害対

策基本法が改正され、要支援者ごとに個別避難

計画を作成することが市町村の努力義務となっ

たことから、県では、計画作成を後押しするた

め、昨年度、市町村職員やケアマネジャーなど

を対象に、３回の研修会を実施したところであ

ります。

また、実際の避難では、地域住民の理解と協

力が不可欠であることから、県民に対し、制度

の周知に努めてまいります。

○川添 博議員 日頃から地域の高齢者の見守

り活動をされているのが、民生委員・児童委員

であります。ここのおばあちゃんは足が悪くて

歩けない、こちらのおじいちゃんは耳が遠いと

いった、地域内の避難困難者の情報を保有して

いるので、頼りになる存在であります。

今、民生委員の成り手がいなくて困っている

と、先日、地元の自治会長さんから相談があり

ました。この民生委員は、防災面においても重

要な役割を担っていると考えますが、県内の充

足率と、成り手を確保するためにどのような取

組を行っているのでしょうか、福祉保健部長に

伺います。

○福祉保健部長（重黒木 清君） 民生委員・

児童委員は、議員御指摘のとおり、高齢者・障

がい者など、自ら避難することが困難な方の円

滑かつ迅速な避難に関し、重要な役割を担って

おられ、宮崎県地域防災計画においても、行政

と相互に連携し、協力体制をつくっていく方々

として位置づけられております。

本県の民生委員・児童委員は、令和３年度末
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現在、定数に対する充足率が95.5％であり、成

り手の確保が困難な地域もあると伺っておりま

す。

このため県では、民生委員・児童委員をされ

ている方の活躍の様子、やりがいを伝える広報

や、委員の活動に必要な資料・資材の提供、研

修の実施などに取り組んでおります。

今後とも、市町村等と連携しながら、委員の

成り手の確保を推進してまいります。

○川添 博議員 ありがとうございます。

次に、南海トラフ地震等の大規模災害が起き

た直後に、逃げ延びた方々が身を寄せる避難所

が指定されております。私の地元でいえば、木

花中学校や学園木花台小学校、また、宮崎大学

のそれぞれの体育館であります。

こういった場所は、やや高台にあるために、

被災者のサポートが可能であるということで

す。こういった避難所は県内に幾つもあると思

います。

また、災害直後は、県や市町村の担当者、自

衛隊などもすぐには駆けつけられません。そこ

で、近隣の自治会の方々が、避難所の運営を臨

時的に行う準備をしております。毛布や水など

の支給や、住民の中にいる医者や看護師による

応急手当等でございます。

指定された避難所運営のガイドラインが策定

されております。自主防災組織や自治会による

避難訓練、また災害発災後の避難所運営の訓練

などを、県として市町村と連携して、より積極

的に実施を啓発していく必要があると考えます

が、地域での避難訓練を促進するためにどのよ

うに取り組むのか、危機管理局長に伺います。

○危機管理局長（松野義直君） 災害時の迅速

で安全な行動につながるため、避難訓練は地域

単位で定期的に実施することが重要でありま

す。

このため県では、地域での避難訓練の実施を

促すため、地域や企業等が行う避難訓練に対し

市町村が実施する補助への支援や、防災士出前

講座において、参加者が地図を使って避難経路

などを検討するワークショップや、訓練実施時

の助言などを行っております。

今後とも、市町村や防災士ネットワークと連

携しながら、地域での避難訓練の促進に努めて

まいります。

○川添 博議員 ありがとうございます。ぜ

ひ、具体的な取組をお願いいたします。

災害は忘れた頃にやってくるとも言われま

す。また、南海トラフ地震は、周期活動ですの

で、いずれ遅かれ早かれ、必ず起きます。避難

訓練で大事な役割を担っているのは、自治会と

自主防災組織であります。ぜひ、避難訓練の実

施状況や活動状況の実態を把握し、改めて啓発

の徹底をお願いいたします。

日頃から、県と市町村が連携して対策を講じ

ていくことと、避難訓練等を通じて、自助や共

助の意識を高めるための啓発活動は不可欠であ

り、大規模災害において多くの人命を救えるこ

とになると考えます。危機管理局が、全ての部

局、さらに県内全ての市町村と連携して、本腰

を入れて引き続き、より一層の取組をお願いい

たします。

続きまして、地元の橋梁建設についてであり

ます。

宮崎市の学園木花台から清武川を渡り、宮崎

第一中学高等学校へ抜ける、県道学園木花台本

郷北方線の山下工区であります。橋梁を含む新

設道路の整備事業であり、地元の長年の要望事

項であります。

近年、特に通勤ラッシュ時には、県道中村木
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崎線の木崎橋をはじめとして、近隣の橋の渋滞

が顕著であり、近隣住民には御不便をかけてき

ました。

また、近隣の橋梁もかなり老朽化しているこ

とから、完成すれば、災害時には避難や輸送

ルートとしても重要なインフラとなります。そ

ういう意味でも、地元の長年の悲願でもありま

す。

おおむね用地買収が終わったとのことです

が、山下工区の進捗状況について、県土整備部

長に伺います。

○県土整備部長（西田員敏君） 県道学園木花

台本郷北方線につきましては、宮崎学園都市と

国道220号を連絡し、高速道路や空港・港湾など

へのアクセス性の向上、宮崎市南部地域の渋滞

緩和などに寄与する重要な路線であります。

このため、未供用となっております清武川を

渡る橋梁を含む約1.1キロメートル区間につい

て、平成26年度から山下工区として事業に着手

し、これまでに測量や設計、用地取得等を進め

てまいりました。

昨年度からは、国の補助事業を活用し、整備

推進に努めているところであり、用地取得につ

いても、地元の御協力により順調に進んだこと

から、本年度は橋梁工事に一部着手することと

しております。

この橋梁は約400メートルと長く、大規模な工

事となることから、今後とも必要な予算を確保

し、早期整備に取り組んでまいります。

○川添 博議員 ありがとうございます。今年

度から橋梁工事に着手されるとのことですね。

橋の長さが400メートルとなり、大工事ですね。

橋梁の建設は、夏場は河川増水のリスクが高い

ため、冬場の工事に限られると聞いておりま

す。そのため、恐らく５年以上の長い工事期間

を要します。また、資材高騰の折で、橋梁建設

費用も当初計画を超える工事額になろうかと思

いますが、ぜひ、国の補助事業を活用して予算

確保に御尽力いただき、一年でも前倒しで完成

にこぎ着けるよう、地元の声を代弁して、心か

ら要望いたします。

ところで、この橋の名称はどうやって決まる

のでしょうか。県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（西田員敏君） 橋の名称につ

いては、地元の市町村などと相談しながら、橋

を架ける場所の地名や川の名前、地域のシンボ

ルとなるような名前をつけるのが一般的となっ

ております。

このため、山下工区で整備を進めております

橋につきましても、長年にわたって利用者の皆

様に親しまれるような名称となるよう、今後、

宮崎市を通じて地元の皆様の御意見を伺いなが

ら、決定していくこととしております。

○川添 博議員 ありがとうございます。この

橋が完成すれば、九州自動車道や宮崎空港など

へのアクセスが格段に向上するため、多くの人

がその利便性を感じると思います。地元の多く

の皆さんの期待も大きいので、ぜひ、地元の意

見も聞いた上で決めていただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

最後に、コロナ対応の雇用調整助成金をはじ

め、様々な支援は継続されております。しか

し、いつかその支援も期限付で終わると思いま

す。問題は、その後の業況の回復への道のりで

す。

県内の全ての中小企業が、ピンチをチャンス

にして、業績を回復して生き残り、県経済を活

性化していかなければなりません。

そして、県内の全ての子供たちが健全な環境

で育ち、これからの宮崎県を担う大切な人材と
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なることを祈りつつ、私も引き続き、微力です

が努力をしてまいります。

以上で私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

○二見康之副議長 以上で本日の質問は終わり

ました。

次の本会議は、12日午前10時から、本日に引

き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時40分散会
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